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（１） 予算編成の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 予算規模 
会計 平成 21 年度 平成 20 年度 増減 

一般会計 3,912 億 3,000 万円 3,904 億 3,000 万円 8 億円増(0.2％増) 

特別会計 1,746 億 0,000 万円 1,790 億 3,100 万円 44 億 3,100 万円減(2.5％減) 

企業会計 1,114 億 9,829 万円 1,131 億 1,192 万円 16 億 1,363 万円減(1.4％減) 

合 計 6,773 億 2,829 万円 6,825 億 7,292 万円 52 億 4,463 万円減(0.8％減) 
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１ 平成２１年度予算案の全体像 

市民との協働のもと、政令指定都市にふさわしい基盤の構築とさいたま市

らしいまちづくりを進め、名実ともに理想都市の実現に向け、更なるステッ

プアップを実現する予算編成を実施。 

① 重要政策事業への予算の重点配分 

② 「子育て支援」・「安心安全」・「環境」３キーワード事業の推進 

③ 経済対策・雇用促進へのスピーディーな対応 

④ 市民ニーズに的確に対応した予算編成 

⑤ 健全財政の維持と自立都市の形成 

予算規模の推移 
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（３） 予算の特徴 

① 重要政策事業への予算の重点配分 

平成２１年度重要政策事業（８０事業）への予算の重点配分 

 

 平成２１年度 約４７９億円（対前年度比約１３６億円、約４０％増） 

    （平成２１年度重要政策事業の対前年度一般会計ベースの比較） 

 

＜主な事業＞ 

・埼玉高速鉄道（地下鉄７号線）の延伸促進    ３０，０００千円 

   （基本計画調査、沿線のまちづくり調査） 

・（仮称）サッカープラザ整備事業          ２１，７１７千円 

   （財産交換契約締結、本体工事着工、展示関連資料調査等） 

・（仮称）岩槻人形会館整備事業           ２１，５３０千円 

   （管理運営計画の策定） 

・盆栽文化・活用事業              ９４９，１１７千円 

   （建設工事等、平成２２年３月開館予定） 

・新型インフルエンザ対策事業          ６８６，２４０千円 

   （タミフルの備蓄、陰圧テント等資器材の購入、図上訓練等） 

・（仮称）さいたま市子ども総合センター整備事業   ８，１６４千円 

   （子ども総合センター整備に向けての検討） 

・ナーサリールーム事業          １，１６８，１３８千円 

   （ナーサリールーム・家庭保育室の保護者負担を月額２万円減） 

・妊婦健診公費負担の拡大           ９１９，９９３千円 

   （妊婦健診公費負担を５回から１４回に拡大） 

・地球温暖化防止対策事業            ２９７，８７２千円 

   （さいたま新都心コンコース LED、太陽光発電設置補助等） 

・交通環境対策事業                 ４１，３５９千円 

   （電気自動車の導入、低公害車導入促進） 
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・さいたま市テクニカルブランド企業認証事業       ２５，５７０千円 

   （認証企業のＰＲ及び支援を実施） 

・中小企業資金融資事業          １０，００６，１２４千円 

   （中小企業資金融資の拡充。融資枠１０９億円増） 

・緑の核づくり公園整備事業              ７３０，３６６千円 

   （街区公園等を整備し、市民に憩いの場を提供） 

・武蔵浦和駅周辺地区市街地再開発事業（第 1街区） 

   （市街地再開発事業の支援）      ３，６３３，０００千円 

・大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業        ２５，３４４千円 

   （地域戦略ビジョンを策定） 

・暮らしの道路・スマイルロード整備事業    ２，４０７，９００千円 

   （生活道路の整備） 

・さいたま市既存建築物耐震補強等助成事業    １８８，８３６千円 

   （民間建築物の耐震助成、耐震診断員の派遣） 

・公共施設耐震化事業             ４，８６１，１２６千円 

   （小・中・高等学校、コミュニティセンターほか） 

・消防署・所の整備                ２３，７３５千円 

   （大宮消防署下町出張所移転基本・実施設計等） 

・美園地区新設校建設事業             ９２，５００千円 

   （美園地区に新設する小学校の基本設計等を実施） 

・市立養護学校・内野地区公民館整備事業      １７，０００千円 

   （市立養護学校の拡充及び内野地区公民館建設に向けての検討） 

・全国生涯学習フェスティバル           ３９，３００千円 

   （埼玉県で開催される事業と合わせ市主催事業を実施） 
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★子育て支援事業（８７事業） 

平成２１年度 約３１７億円（対前年度比約４４億円、約１６％増）＊ 

 児童福祉分野 

ナーサリールーム・家庭保育室の保育料負担の軽減(月額２万円)、 

（仮称）子ども総合センター開設に向けての検討、 

児童センター整備事業、放課後児童健全育成事業、 

子育て支援医療費助成事業、ハローエンゼル訪問事業 ほか 

 保健分野 

妊婦健診公費負担の拡大（４回から１５回）、子ども急患電話相談、 

第二次小児救急医療の実施、子ども虐待予防家庭訪問事業 ほか 

 教育分野 

学校給食施設整備事業、美園地区新設校建設事業、理科支援員の配置、 

特別支援学校整備（三室地区） ほか 

 

★安心安全事業（７４事業） 

平成２１年度 約１６８億円（対前年度比約３０億円、約２２％増）＊ 

 建物等の安全性の確保 

公共施設耐震化事業（小・中・高等学校、コミュニティセンターほか） 

 暮らしの安心・安全策 

新型インフルエンザ対策 

（タミフル２７万人分の購入、資器材の購入、図上訓練実施） 

避難所夜間訓練の実施（平成２１年度 ２０か所（１０か所増）） 

災害用マンホール型トイレの設置、地域防災リーダーの養成 

消費生活相談員の増員による相談体制の充実 ほか 

② 「子育て支援」「安心安全」「環境」３キーワード事業の推進 
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★環境事業（４８事業） 

 平成２１年度 約１０１億円（対前年度比約４３億円、約７５％増）＊ 

 地球温暖化対策事業 

太陽光発電の積極的導入（住宅用太陽光発電システム設置補助等） 

LED 照明の積極的導入（街路灯、商店街街路灯、さいたま新都心コン 

コース）ほか 

 交通環境対策事業 

電気自動車の導入、低公害車等補助事業 ほか 

 緑地保全・公園整備等 

緑の核づくり公園整備事業、その他都市公園の整備、 

自然緑地の保全・整備事業 ほか 

 

＜参考＞ 

平成２０年度のキーワード「オリジナリティー」を継承し、 

さいたま市らしさを発信 

 さいたま文化の発信 
    盆栽関連施設整備事業（平成２２年３月開館予定） 
    （仮称）岩槻人形会館整備事業（平成２３年度開設予定） 
    （仮称）サッカープラザ整備事業（平成２５年度開設予定） 
    鉄道文化の振興 
    さいたま市民まつりの開催   など 

 さいたま市独自の施策 
    さいたまんがの発行 
    区まちづくり推進事業 
    さいたま市テクニカルブランド企業認証事業   など 

 

＊金額は一般会計ベースの金額であり、対前年度比較は、 

平成２１年度キーワード事業の前年度予算額との比較 

5



 

③ 経済対策・雇用促進へのスピーディーな対応 

市内中小企業の経営安定化を図るとともに、市民生活の安心・安全を確保する

ため、「中小企業の安定化対策」、「市民生活の安心・安全確保対策」、「公共事

業による活性化対策」を柱に、スピーディーかつ切れ目のない対応を実施 

平成２１年度 ２９事業 約３４７億円 

（対前年度比約１０９億円、約４６％増） 

 

★ 中小企業の安定化対策 

 中小企業資金融資の増額確保 
平成２１年度 約１００億円（対前年度比約４９億円、約９６％増） 

＊融資枠 約３５０億円（対前年度比約１０９億円、約４５％増） 

 市内企業の経営強化 
テクニカルブランド企業認証事業の推進、産業振興ビジョン推進事業 

 

★ 市民生活の安心・安全確保対策 

 生活支援 
・ナーサリールーム・家庭保育室の保護者負担の軽減 

 月額約２万円、総額約４億７千万円の軽減 

・妊婦健診公費負担の拡大 

 現行５回を１４回に拡大（約５億４千万円の軽減） 

・消費生活相談員の増員による相談体制の充実 

 就業・雇用支援対策 
・緊急雇用確保事業（臨時職員１００人程度） 

・(仮称)キャリアサポート事業 

 

★ 公共事業による活性化対策 

・スマイルロード・暮らしの道路整備の拡充 

平成２１年度 約２４億円（対前年度比約３．６億円、約１８％増） 

・学校等公共施設耐震補強の拡充 

平成２１年度 約４９億円（対前年度比約１９億円、約６４％増） 

・下水道事業会計工事費の拡充 

平成２１年度 約１４０億円（対前年度比約２３億円、約２０％増） 
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★ 教育機会の均等な提供のための予算対応 

 美園地区新設小学校の整備 
 新設特別支援学校の整備（三室地区） 
 少人数サポート事業の実施 
 理科支援員を全校へ配置 

 

★ 子育て支援を明確に示す予算対応 

 （仮称）子ども総合センター開設に向けての検討 
 ナーサリールーム・家庭保育室の保育料負担の軽減 
月額約２万円、総額約４億７千万円の軽減 

 妊婦健診公費負担の拡大 
現行５回を１４回に拡大（約５億４千万円の軽減） 

 子ども急患電話相談（平成２０年１０月より時間延長） 
 

★ 市民サービス向上のための予算対応 

 谷田・東岩槻市民の窓口を支所へ（平成２１年４月１日） 
 住民相談・消費生活相談の拡充（相談時間の増、相談員の拡充） 
 内野地区公民館建設に向けての検討 
 コミュニティバスの拡充（市民医療センターへ） 

 

★ 生活基盤整備のための予算対応 

 スマイルロード・暮らしの道路整備の拡充 
平成２１年度 約２４億円（対前年度比約３．６億円、約１８％増） 

 西大宮駅周辺の整備（平成２１年３月西大宮駅開業） 
 日進駅の改修（平成２２年度供用開始予定） 
 指扇駅・岩槻駅の橋上化に向けての設計業務 

 

★ 公共施設の安定利用のための予算対応 

 公共施設の安心安全対策 
公共施設耐震化事業（小・中・高等学校、コミュニティセンターほか） 
公園遊具あんしんあんぜん緊急対策、市民プール等の改修 など 

 

＊ 各項目における事業数及び事業費は、再掲事業を含む。 

④ 市民ニーズに的確に対応した予算編成 
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⑤ 健全財政の維持と自立都市の形成 

★さいたま市行政改革推進プランへの取組み 

平成２０年９月公表の「中期財政収支見通しのフォローアップ」におい
て、平成２１年度当初予算は、約１０８億円の財源が不足する見通しと 
なっていましたが、予算編成における次の取り組みによって、単年度で 
約８８億円の行政改革効果を生み出しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 民間活力の導入 
   民間への委託化の導入  （153百万円） 

1 億円 

 健全な財政運営の確保 
 ～市民負担等のあり方の見直し～ 

   各種補助金や給付の見直し （72百万円） 
   使用料、手数料の見直し   （ 1 百万円） 

1 億円 

 分権型社会に対応した行政体制の確立 
   人件費の削減 （1,048百万円） 

11 億円

 健全な財政運営の確保 
 ～事業、既存施設等の再編、廃止～ 

   事業の選択と集中及び事業進ちょくに応じた 
普通建設事業費の適切な予算配分（2,613百万円） 

   既存事業の見直し、再編によるコスト削減 
                  （  689百万円） 

33 億円

 健全な財政運営の確保 
 ～自主財源の確保・拡充～ 

   施設の有効活用による財源の確保      （  54百万円）
   市有地の売却による財源の確保       （ 675百万円）
   市税等の徴収率の向上による財源の確保   （ 901百万円）
   特定事業への財源（基金）の確保と有効活用等 （2,624百万円）

42 億円
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★自主財源の確保による自立都市の形成 

  法人市民税の減収が見込まれる厳しい財政状況のなかで、個人市民税や固定

資産税の確保、財政調整基金等の活用により、自主財源を確保し、自立都市の

形成を推進。 
 

＜自主財源の推移＞ 
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70.8%

61.7%
58.0%

70.8%63.0%
64.5%

70.0% 68.8%70.0%

29.2%

38.3%
42.0%

37.0% 35.5%

30.0% 30.0% 31.2%

(億円) 政令市
移行

岩槻市
合併

税源
移譲

 

 

＜基金の活用＞ 

 経済対策・雇用促進や、学校耐震化の早期実現など、緊急の課題に対して積極

的な対策を講じるため、財政調整基金を活用し財源を確保。 
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 ＜市税収入の推移＞ 

830
(48.9)

1,138
(51.5)

1,162
(52.6)

1,143
(52.6)998

(50.1)
905
(47.5)

825
（47.8)

850
(48.7)

626
(36.8)

788
(35.7)

768
(34.7)

753
(34.6)

724
(36.3)738

(38.7)656
(38.0)

647
(37.0)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

１４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

市民税

固定資産税

軽自動車税
市たばこ税
事業所税
都市計画税
ほか

(億円)

249
(14.3)

264
(13.8)

246
(14.2)

268
(13.5)

279
(12.8)

282
(12.7)

284
(12.8)

1,746
(58.6)

1,699
(50.9)

1,727
(48.2)

1,990
(55.0)

1,907
(52.5)

2,174
(57.5)

2,210
(56.5)

2,212
(56.7)

市税総額

政令市
移 行

岩槻市
合 併

税 源
移 譲

249
(14.3)

グラフの( )
内は構成比

 

＜参考＞ 
(億円)

年　　度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
歳入総額 875,666 862,107 846,669 837,687 831,508 831,261 834,014 825,600
地 方 税 342,563 321,725 323,231 333,189 348,983 403,728 404,703 361,860
割合(％) 39.1 37.3 38.2 39.8 42.0 48.6 48.5 43.8  

 地方財政計画における地方税割合よりも高位で推移 
 

＜市税等収入の確保対策＞ 

 債権回収対策課の設置（平成２０年１０月１日から） 
債権所管課から引継を受けた高額困難事案について集中的に滞納整理

を実施 

＊平成２１年度の市税内訳は P.13 を参照 
 

 

地方財政計画における地方税の割合 
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平成２１年度平成２０年度 比 較 対比(%)

391,230,000 390,430,000 800,000 0.2

国 民 健 康 保 険 事 業 97,189,000 94,074,000 3,115,000 3.3

老 人 保 健 事 業 73,000 8,210,000 △ 8,137,000 △ 99.1

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 15,720,000 14,859,000 861,000 5.8

介 護 保 険 事 業 49,889,000 49,238,000 651,000 1.3

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 39,000 43,000 △ 4,000 △ 9.3

市営北与野駅北口地下駐車場事業 351,000 340,000 11,000 3.2

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 376,000 383,000 △ 7,000 △ 1.8

用 地 先 行 取 得 事 業 739,000 987,000 △ 248,000 △ 25.1

浦和駅東口駅前地区市街地再開発事業 228,000 △ 228,000 皆減

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 1,459,000 1,034,000 425,000 41.1

深 作 西 部 土 地 区 画 整 理 事 業 321,000 167,000 154,000 92.2

北 部 拠 点 宮 原 土 地 区画 整理 事業 2,320,000 △ 2,320,000 皆減

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 957,000 518,000 439,000 84.7

浦和東部第一特定土地区画整理事業 2,514,000 2,319,000 195,000 8.4

南 与 野 駅 西 口 土 地 区画 整理 事業 518,000 499,000 19,000 3.8

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 153,000 136,000 17,000 12.5

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 709,000 772,000 △ 63,000 △ 8.2

南 平 野 土 地 区 画 整 理 事 業 145,000 157,000 △ 12,000 △ 7.6

公 債 管 理 3,448,000 2,747,000 701,000 25.5

計 174,600,000 179,031,000 △ 4,431,000 △ 2.5

水 道 事 業 49,340,290 52,398,920 △ 3,058,630 △ 5.8

病 院 事 業 12,482,000 12,411,000 71,000 0.6

下 水 道 事 業 49,676,000 48,302,000 1,374,000 2.8

計 111,498,290 113,111,920 △ 1,613,630 △ 1.4

677,328,290 682,572,920 △ 5,244,630 △ 0.8

２　予算案総括表

合 計

（単位：千円）

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

企

業

会

計

　一般会計予算の規模としては、国が地方財政対策で示した地方財政計画の前年度比1.0％減
に対して、0.2％増の予算となっています。
　特別会計では、事業の終了に伴い浦和駅東口駅前地区市街地再開発事業特別会計及び北部
拠点宮原土地区画整理事業特別会計の２つの会計が平成20年度をもって廃止されました。

廃　止

廃　止
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３　一般会計予算案

（１）歳入
平成２１年度 平成２０年度 比 較 対比(%) 構成比(%)

1 市 税 220,982,284 221,244,962 △ 262,678 △ 0.1 56.5

2 地 方 譲 与 税 2,791,000 3,017,000 △ 226,000 △ 7.5 0.7

3 利 子 割 交 付 金 986,000 947,000 39,000 4.1 0.3

4 配 当 割 交 付 金 364,000 1,190,000 △ 826,000 △ 69.4 0.1

5 株式等譲渡所得割交付金 205,000 611,000 △ 406,000 △ 66.4 0.1

6 地 方 消 費 税 交 付 金 9,873,000 9,755,000 118,000 1.2 2.5

7 ゴルフ場利用税交付金 109,000 113,000 △ 4,000 △ 3.5 0.0

8 特別地方消費税交付金 1 1 0 0.0 0.0

9 自 動車取得税交付金 1,851,000 3,067,000 △ 1,216,000 △ 39.6 0.5

10 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,180,000 6,674,000 △ 494,000 △ 7.4 1.6

11 地 方 特 例 交 付 金 2,586,000 2,937,000 △ 351,000 △ 12.0 0.7

12 地 方 交 付 税 2,445,000 2,460,000 △ 15,000 △ 0.6 0.6

13 交通安全対策特別交付金 550,000 600,000 △ 50,000 △ 8.3 0.1

14 分 担 金 及 び 負 担 金 3,557,798 3,977,365 △ 419,567 △ 10.5 0.9

15 使 用 料 及 び 手 数 料 6,643,448 6,800,668 △ 157,220 △ 2.3 1.7

16 国 庫 支 出 金 39,687,154 40,609,782 △ 922,628 △ 2.3 10.1

17 県 支 出 金 10,666,617 10,251,706 414,911 4.0 2.7

18 財 産 収 入 1,470,265 4,883,894 △ 3,413,629 △ 69.9 0.4

19 寄 附 金 15,011 15,011 0 0.0 0.0

20 繰 入 金 9,116,438 14,358,813 △ 5,242,375 △ 36.5 2.3

21 繰 越 金 1 1 0 0.0 0.0

22 諸 収 入 27,199,983 21,917,320 5,282,663 24.1 7.0

23 市 債 43,951,000 34,999,477 8,951,523 25.6 11.2

391,230,000 390,430,000 800,000 0.2 100.0

（単位：千円）

款

歳 入 合 計

　　本市の歳入の特徴
　市税の占める割合が大きい。（全体の56.5％　　⑳予算 56.7％）
　このことは自主財源割合にも影響し、本市の財政の安定性を語る上で大きな特徴といえ
ます。（P.9参照）
　歳入の主なものとしては、市税に続き、国・県支出金、市債の順になっています。
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＜市税の内訳＞ （単位：千円）

平成２１年度 平成２０年度 増　　減 増減率
（％）

個 人 92,647,000 90,985,000 1,662,000 1.8

法 人 21,114,000 25,252,000 △ 4,138,000 △ 16.4

計 113,761,000 116,237,000 △ 2,476,000 △ 2.1

土 地 37,624,000 35,264,000 2,360,000 6.7

家 屋 31,066,000 31,337,000 △ 271,000 △ 0.9

償 却 9,360,000 9,457,000 △ 97,000 △ 1.0

交 納
付 金 763,000 759,000 4,000 0.5

計 78,813,000 76,817,000 1,996,000 2.6

771,000 756,000 15,000 2.0

6,513,000 6,839,000 △ 326,000 △ 4.8

2 2 0 0.0

1,282 960 322 33.5

4,072,000 3,900,000 172,000 4.4

土 地 10,609,000 10,216,000 393,000 3.8

家 屋 6,442,000 6,479,000 △ 37,000 △ 0.6

計 17,051,000 16,695,000 356,000 2.1

220,982,284 221,244,962 △ 262,678 △ 0.1

都市計画税

固定資産税

市税　合計

区分

特 別 土 地 保 有 税

入 湯 税

事 業 所 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

市 民 税

景気の後退による企業収益の悪化に伴い法人市民税の大幅な減額（▲16.4%）を見込む一方
で、人口の伸び等による納税義務者の増加による個人市民税の増額や、固定資産税（土地）
の評価替等による増額を見込んでいます。
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（２）歳出（目的別）
平成２１年度 平成２０年度 比 較 対比（%） 構成比（%）

1 議 会 費 1,666,843 1,636,504 30,339 1.9 0.4

2 総 務 費 43,294,090 41,560,192 1,733,898 4.2 11.1

3 民 生 費 108,472,668 106,027,109 2,445,559 2.3 27.7

4 衛 生 費 34,014,987 42,364,332 △ 8,349,345 △ 19.7 8.7

5 労 働 費 821,108 835,194 △ 14,086 △ 1.7 0.2

6 農 林 水 産 業 費 1,462,210 1,487,291 △ 25,081 △ 1.7 0.4

7 商 工 費 12,344,953 7,283,741 5,061,212 69.5 3.2

8 土 木 費 89,690,991 92,165,625 △ 2,474,634 △ 2.7 22.9

9 消 防 費 14,090,487 13,524,256 566,231 4.2 3.6

10 教 育 費 42,800,972 39,461,596 3,339,376 8.5 10.9

11 災 害 復 旧 費 5 5 0 0.0 0.0

12 公 債 費 42,370,686 43,884,155 △ 1,513,469 △ 3.4 10.8

13 予 備 費 200,000 200,000 0 0.0 0.1

391,230,000 390,430,000 800,000 0.2 100.0

（単位：千円）

款

歳 出 合 計

※目的別とは
　歳出の内訳を行政目的別（総務、衛生、
　消防など）によって分類したもの。

【増の主なもの】
　商工費(69.5％増)の主な要因　　中小企業融資貸付金の増など
　教育費( 8.5％増)の主な要因　　小・中・高等学校、公民館耐震補強の増など
　消防費( 4.2％増)の主な要因　　消防署・所の改修の増など
　総務費( 4.2％増)の主な要因　　情報システムオープン化の増など

【減の主なもの】
　衛生費(19.7％減)の主な要因　　市民医療センター建設費の減など
　公債費( 3.4％減)の主な原因　　平成20年度満期一括償還分の減など
　土木費( 2.7％減)の主な要因　　赤山東線整備や西大宮駅建設の減など
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（３）歳出（性質別）
平成２１年度 平成２０年度 比 較 対比（％） 構成比（％）

171,930,936 170,493,974 1,436,962 0.8 44.0

人　 　件　 　費 77,755,939 76,778,066 977,873 1.3 19.9

扶 　　助 　　費 55,209,288 52,561,233 2,648,055 5.0 14.1

公 　　債 　　費 38,965,709 41,154,675 △ 2,188,966 △ 5.3 10.0

66,654,485 63,369,474 3,285,011 5.2 17.0

62,373,364 71,866,618 △ 9,493,254 △ 13.2 15.9

補 助 事 業 19,645,056 23,429,849 △ 3,784,793 △ 16.2 5.0

単 独 事 業 41,245,308 46,500,769 △ 5,255,461 △ 11.3 10.5

国直轄事業負担金 1,483,000 1,936,000 △ 453,000 △ 23.4 0.4

5 5 0 0.0 0.0

6,253,421 5,702,426 550,995 9.7 1.6

26,787,090 28,497,079 △ 1,709,989 △ 6.0 6.8

924,060 692,118 231,942 33.5 0.2

4,611,763 4,844,702 △ 232,939 △ 4.8 1.2

19,587,363 14,248,029 5,339,334 37.5 5.0

31,907,513 30,515,575 1,391,938 4.6 8.2

200,000 200,000 0 0.0 0.1

391,230,000 390,430,000 800,000 0.2 100.0

※平成21年度の額は今後変更となる場合があります。

災 害 復 旧 事 業

歳 出 合 計

繰 出 金

予 備 費

貸 付 金

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

（単位：千円）

区 分

普 通 建 設 事 業 費

物 件 費

義 務 的 経 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

※性質別とは
　予算の節の区分を基準とし、市の経費を
　性質(人件費、物件費など)によって分類
　したもの。

【増の主なもの】
　貸付金(37.5％増)の主な要因　　　中小企業資金融資の増など
　物件費( 5.2％増)の主な要因　　　情報システムオープン化事業の増など
　扶助費( 5.0％増)の主な要因　　　生活扶助費・児童手当・医療費の給付の増など
　繰出金( 4.6％増)の主な要因　　　後期高齢者医療事業特会への繰出金の増など
【減の主なもの】
　普通建設事業費(13.2％減)の　　　市民医療センター建設事業や西大宮駅周辺
　主な要因　　　　　　　　　　　　整備経費の減など
　補助費等( 6.0％減)の主な要因　　市税還付金・下水道事業会計繰出金の減など
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４．主な事業の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

凡例 

 
１ 事業名の上段に記載されている記号は、それぞれ次の事業
を示します。 

 
<新> ……………新規事業 
<拡大> …………拡大事業 
<重要> …………重要政策事業 

     
 

 
３キーワード事業 

<子育て> ………子育て支援 
<安心> …………安心・安全 
<環境> …………環境事業 

 
２ 事業名欄の所管課（括弧書き）の下段に財源構成が記載さ
れていない場合は、財源のすべてが一般財源であることを示
しています。 

 
※注 都市経営戦略会議における「予算編成の集中審議」において、予算の重点配分

を行う事業として決定された事業 

※注 
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ページ 事　　業　　名 所管課

22 地球温暖化防止対策事業 環境総務課ほか
緑化推進事業 みどり推進課

23 コミュニティバス運行事業              　　　  (再掲) 交通企画課
交通安全施設設置及び維持管理事業　　　　　　　(再掲) 交通防犯課

24 新クリーンセンター整備事業 新クリーンセンター建設準備室

25 交通環境対策事業(低公害車普及促進事業) 環境対策課ほか
都市公園等整備事業(緑の核づくり公園整備事業) 都市公園課

27 見沼グリーンプロジェクト推進事業 みどり推進課
建築物緑化助成事業 みどり推進課

28 産科医等確保支援事業 健康増進課
さいたま市民医療センター運営費補助事業 健康増進課

29 新型インフルエンザ対策事業　　　　　　　　　　(再掲) 健康増進課ほか
認知症疾患医療センター設置事業 高齢福祉課

30 後期高齢者人間ドック受診助成事業 年金医療課
(仮称)春野地区障害児通園施設整備事業 障害福祉課

31 発達障害者支援センター整備事業 障害者総合支援センター
児童センター整備事業 子育て企画課

32 (仮称)子ども総合センター整備事業 子育て企画課
子ども急患電話相談事業　　　　　　　　　　　　(再掲) 健康増進課

33 特別養護老人ホーム整備費補助金 高齢福祉課
保育所の新設整備事業 子育て企画課ほか

34 地域子育て支援センター整備事業 子育て企画課ほか
特別支援学校放課後児童対策事業 子育て支援課

35 放課後児童健全育成事業 子育て支援課
のびのびルーム事業 子育て支援課

36 児童虐待防止対策事業 子育て支援課ほか
認定こども園整備促進事業 保育課

37 事業所内保育施設推進事業 保育課
認可外保育施設(ナーサリールーム・家庭保育室)運営事業 保育課

38 病児保育事業 保育課
妊婦健康診査事業(妊婦健診公費負担の拡大) 保健総務課

39 ＡＥＤ民間施設普及促進事業　　　　　　　　　　(再掲) 健康増進課
子どもの精神保健相談室運営事業　　 こころの健康センター
特定不妊治療費助成事業 地域保健課

40 産婦・新生児訪問指導　　　　　　　　　　 保健総務課
親子教室の実施 保健総務課
子ども虐待予防家庭訪問事業 保健総務課

41 シルバーバンクの運営　　　　　　　　　　　　　(再掲) 高齢福祉課
障害者生活支援センター事業 障害福祉課
グループホーム・生活ホーム補助事業 障害福祉課

42 障害福祉サービス安定化事業(市単独) 障害福祉課
障害者就労支援事業 障害者総合支援センター

（　　主な事業概要の目次　　）

（１）安らぎと潤いある環境を守り育てる

（２）子育てを応援し、だれもが健やかに安心して暮らせる
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ページ 事　　業　　名 所管課
43 子育て支援医療費助成事業 年金医療課

ハローエンゼル訪問事業　　　　　　　　 子育て支援課
子どもショートステイ事業 子育て支援課

44 子育てヘルパー派遣事業 子育て支援課
高等技能訓練促進費等事業 子育て支援課
放課後子ども教室推進事業 子育て支援課

45 私立幼稚園預かり保育事業 保育課
私立幼稚園運営費補助事業 保育課

46 トワイライトステイ事業 保育課
２４時間いじめ相談窓口　　　　　　　　　　  　(再掲) 指導２課
教育相談推進事業　　　　　　　　　　　　　 　 (再掲) 指導２課

47 特定検診・特定保健指導事業 国民健康保険課ほか
介護保険事業 介護保険課

48 駒場運動公園改修事業 都市公園課
理科支援員等配置事業 指導１課

49 特別支援学校整備事業 指導２課
市立養護学校・内野地区公民館整備事業 指導２課

50 全国生涯学習フェスティバル事業 生涯学習振興課
小中学校校舎耐震改築事業 学校施設課

51 公共施設耐震化事業(小中高等学校耐震補強事業) 学校施設課
給食施設整備事業 学校施設課ほか
少人数指導サポート事業 教職員課

52 学校・学級支援員配置事業 指導２課
学校防犯体制整備事業　　　　　　　　　　　　　(再掲) 健康教育課
(仮称)サッカープラザ整備事業 スポーツ企画課

53 盆栽関連施設等整備事業(盆栽文化・活用事業) 文化振興課
54 (仮称)岩槻人形会館整備事業 文化振興課
55 スポーツ文学賞事業 文化振興課
56 美園地区小学校建設事業 学校施設課

桜木小学校校舎改築事業 学校施設課
57 つばさ小学校の開校 学校施設課

小学校校庭芝生整備事業 学校施設課
学校図書館司書の配置 教職員課

58 「自分発見！」チャレンジさいたま推進事業 指導１課
小学校体育授業サポーター派遣事業 指導１課

59 英語教育充実事業 指導１課
２４時間いじめ相談窓口　　　　　　　　　　　　(再掲) 指導２課
教育相談推進事業　　　　　　　　　　　　　　　(再掲) 指導２課

60 学校安全ネットワーク事業　　　　　　　　　　　(再掲) 健康教育課
情報教育の充実事業(校内ＬＡＮ整備) 教育研究所

61 (仮称)谷田地区公民館整備事業 生涯学習総合センター

62 コミュニティバス運行事業　　　   　　　　　 　(再掲) 交通企画課
63 地下鉄７号線延伸促進事業 地下鉄７号線延伸対策課

交通バリアフリー推進事業(駅エレベーター設置事業) 交通企画課
公共交通ネットワーク計画事業 交通企画課

（４）人と環境に配慮した質の高い基盤をつくる

（３）一人ひとりが生き生きと輝く個性を育む
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ページ 事　　業　　名 所管課
64 組合施行等土地区画整理支援事業 区画整理支援課

指扇駅周辺整備推進事業 指扇まちづくり事務所ほか
65 日進駅周辺まちづくり推進事業 大宮北部まちづくり事務所

武蔵浦和駅第１街区市街地再開発事業 浦和西部まちづくり事務所
66 岩槻駅舎改修事業 岩槻まちづくり事務所

市施行土地区画整理事業 各まちづくり事務所
70 都市再生機構施行土地区画整理事業 各まちづくり事務所
71 浦和駅周辺鉄道高架推進事業 鉄道高架整備課

浦和駅西口南高砂地区市街地再開発事業 浦和駅周辺まちづくり事務所

72 大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業 大宮駅東口まちづくり事務所

大宮駅東口都市再生プラン推進事業 大宮駅東口まちづくり事務所

73 大宮駅西口駅前広場改修事業 道路環境課
橋りょうの整備、保全　　　　　　　　　　　　　(再掲) 道路環境課

74 暮らしの道路整備事業及びスマイルロード整備事業 道路環境課
広域幹線道路・市内幹線道路の整備 道路計画課

75 中小企業資金融資事業 産業展開推進課
コムナーレ賑わい創出事業　　　　　　　　　　　(再掲)　 コムナーレ事業統括監
産業振興ビジョンの推進 経済政策課
早期起業家教育事業 経済政策課　

76 中小企業支援事業 経済政策課ほか
戦略的企業誘致の推進 産業展開推進課

77 さいたま市テクニカルブランド企業認証事業 産業展開推進課
企業活動の国際化推進事業 産業展開推進課
(仮称)キャリアサポート事業 経済政策課

78 伝統産業活性化事業 商工振興課
商工見本市の開催 商工振興課

79 駅前にぎわい推進事業 商工振興課
都市農業の充実(担い手育成事業) 農業政策課
指扇北土地改良事業 農業環境整備課

80 災害用マンホール型トイレ整備事業 防災課
地域防災リーダー養成事業 防災課

81 新型インフルエンザ対策事業　　　　　　　　　　(再掲) 健康増進課ほか
食品安全強化プロジェクト 生活科学課
宅地耐震化推進事業(大規模盛土造成地の変動予測) 開発調整課

82 防災行政無線整備事業 防災課
83 避難場所夜間運営訓練の実施 防災課

子ども急患電話相談事業　　　　　　　　　　　　(再掲) 健康増進課
84 ＡＥＤ民間施設普及促進事業　　　　　　　　　　(再掲) 健康増進課

さいたま市既存建築物耐震補強等助成事業　　　　　　 建築総務課
85 公共施設耐震化事業　　　　　　　　　　　 保全管理課ほか
86 学校防犯体制整備事業　　　　　　　　　　　　　(再掲) 健康教育課

学校安全ネットワーク事業　　　　　　　　　　　(再掲) 健康教育課
自主防災組織の育成・支援 防災課
八都県市合同防災訓練等の実施 防災課

87 防災情報等の提供 安心安全課ほか

（５）産業の活力を高め、躍動する都市づくりを進める

（６）安全を確保し、市民生活を支える
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ページ 事　　業　　名 所管課
87 災害用備蓄事業 防災課
88 被害想定調査の実施 防災課

防犯対策事業 交通防犯課
交通安全施設設置及び維持管理事業　　　　　　　(再掲) 交通防犯課

89 消費生活相談の充実 消費生活総合センター
橋りょうの整備、保全　　　　　　　　　　　　　(再掲) 道路環境課

90 河川改修の推進 河川課
市営春野団地建設事業 住宅課

91 住宅防火対策推進事業 消防局総務課ほか
消防署・所の整備 消防局総務課ほか

92 特殊車両の整備 警防課
93 水道施設整備事業 水道局

鉛給水管解消事業 水道局
有効率向上対策事業 水道局

94 公共下水道の整備 下水道計画課

95 (仮称)世界公開大学シンポジウムの開催 観光政策室

市民のＩＴ活動の支援 情報政策課
96 国際化推進事業 国際課

姉妹・友好都市交流事業 国際課
コムナーレ賑わい創出事業　　　　　　　　　　　(再掲) コムナーレ事業統括監

97 市民提案型協働モデル事業 コミュニティ課
市民活動団体等支援事業 コミュニティ課

98 シルバーバンクの運営　　　　　　　　　　　　　(再掲) 高齢福祉課
さいたま市民まつり事業 観光政策室

99 庁舎整備基金積立金 企画調整課
債権回収対策事業 債権回収対策課
エルタックスによる電子申告事業 税制課

100 谷田・東岩槻市民の窓口支所化 市民総務課
さいたまんが発行事業 広報課
情報システム最適化事業(基幹系システムオープン化事業) 情報政策課

101 電子市役所の構築 情報政策課
区まちづくり推進事業 区政推進課

（８）効果的で効率的な行財政運営を進める

（７）理解を深め合い、多彩な交流を広げる
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（１）安らぎと潤いある環境を守り育てる
［環境の保全とアメニティの向上］

（単位：千円）

予 算 額

<新><重要><環境>

地球温暖化防止対策事業 282,000 　地球温暖化対策として、太陽光発電及びＬＥＤ照明を導入する。

(環境総務課ほか)

<財源内訳> <内容>

①国庫支出金 100,000 ①太陽光発電の導入

②市債 90,000 ・住宅用太陽光発電システム設置補助

③一般財源 92,000 　新規に設置する太陽光発電システムに対し、ＫＷ

　当たり５万円(上限20万円)の補助制度を創設する。

・公共施設太陽光発電設置調査設計

②ＬＥＤ照明の導入

・商店街照明設備ＬＥＤ化補助

　商店街街路灯照明をＬＥＤ照明に変換する経費の

　１／２を補助する。

・さいたま新都心コンコース等ＬＥＤ化

　さいたま新都心西口交通広場・自由通路・大型ビ

　ジョンのＬＥＤ化工事を行う。

③エネルギー創って削るビジョン策定

④区役所緑のカーテン事業等

<新><環境>

緑化推進事業 9,000 　全国都市緑化フェアの誘致に向けて、基本構想策定などの検

(みどり推進課) 討を行う。

摘　　　　　　　　　要事　業　名
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<拡大><環境> (再掲 P.62)

コミュニティバス運行事 233,800 　区役所へのアクセスを目的としたコミュニティバス等の運行を

業 行う。

(交通企画課)

<内容>

・コミュニティバス運行経費補助金

・浦和駅東西アクセスバス運行事業費補助金

<平成21年度新設の運行路線>

・西区　　　花の丘　　　　区役所　　　　西大宮駅

     　　　 指扇病院　　　指扇駅　　　

・桜区　　　中浦和駅　　　 西浦和駅　　　田島団地　　

　　　　　　区役所　　　大久保団地　　　

・浦和駅東西アクセスバス(平成21年６月～)

　　　　　　さいたま東営業所　　　大門　　　旧463号線 　　

　　　　　　市民会館前　　　

<重要><安心><環境> (再掲 P.88)

交通安全施設設置及び維 309,000 　交通事故防止を図るため、道路照明灯、反射鏡等を設置すると

持管理事業 ともに、地球環境に配慮し、ＬＥＤ照明灯を設置する。

(交通防犯課)

<平成21年度設置予定数>

・道路照明灯　1,400基(うち、ＬＥＤ照明灯500基)

・道路反射鏡　　400基

単位：基

平成19年度末 平成20年度
設置見込み

平成21年度
設置見込み

平成21年度末
見込み

道路照明灯 79,876 1,400 1,400 82,676
道路反射鏡 14,534 450 400 15,384

花の丘

市民医療センター

中浦和駅

市民医療センター

さいたま東営業所

浦和駅西口
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要><環境>

新クリーンセンター整備 517,841 　老朽化した焼却施設の代替施設として、リサイクル施設を併設

事業 した新規施設をＰＦＩ手法により整備する。

(新クリーンセンター建

設準備室) <内容>

<財源内訳> ・建設用地購入

①国庫支出金 6,000 ・集会所用地購入

②市債 316,300 ・環境影響評価業務等

③一般財源 195,541

<事業計画>

平成20年度　　環境影響評価実測、特定事業の選定・公表等

平成21年度　　建設用地の一部購入

平成22～　　　ＰＦＩ事業者による設計、旧し尿処理施設解体、

　　26年度　　建設工事

平成27年度　　供用開始

<債務負担行為>　

事項 限度額 期間

平成21年度から

平成41年度まで

事項 限度額 期間
新クリーンセンター整
備事業に伴う環境影響
評価書作成業務

12,000 平成22年度

新クリーンセンター整
備事業

57,846,000
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要><環境>

交通環境対策事業(低公害 90,208 　自動車排出ガスの抑制を図るため、公用車への低公害車の導入

車普及促進事業) を推進する。

(環境対策課ほか)

<導入目標>　公用車の低公害車普及率15％(平成22年度末)

　　　　　　平成21年度末 14.96％見込み

<導入車両>

・塵芥収集車(天然ガス車)　　 　　７台

・リース車両(天然ガス車)　　　 　　１台

・リース車両(ハイブリッド車)　　　　 　　17台

・リース車両(電気自動車)　　　　 　　10台

　　　　　　            合計　　 　　35台

<重要><環境>

都市公園等整備事業 6,097,685 　街区公園等を市内に整備し、市民に憩いの場を提供する。

(都市公園課)

<財源構成> ・<重要>緑の核づくり公園整備事業 730,366

①国庫支出金 78,000 　主な公園整備

②諸収入 60,000 　　大谷口公園(南区)　　　　　　　　　30,447㎡

③市債 493,000 　　三番関公園(見沼区)　　　　　　　　 2,947㎡

④一般財源 99,366 　　(仮)大久保領家公園(桜区)　　　 　　5,238㎡

　　(仮)深作西部公園(見沼区)           3,000㎡

　　(仮)岩槻本町４丁目公園(岩槻区)       832㎡

<財源構成> ・公園リフレッシュ事業 148,000

①国庫支出金 20,000 　街区公園の安全性・利便性を高める機能更新整備を実施する。

②市債 57,700

③一般財源 70,300

<財源構成> ・秋葉の森総合公園整備事業(西区中釘) 4,368,358

①市債 3,022,100 　北側区域整備工事

②一般財源 1,346,258 　南側区域用地買戻し
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

・セントラルパーク整備事業 4,000

　セントラルパーク基本構想の対象区域について、整備手法の検

　討及び意向調査を行う。

<財源構成> ・環境空間整備事業(中央区本町東３丁目) 155,795

①国庫支出金 65,000 　下落合地区(与野本町駅周辺)用地取得

②市債 84,800 　  平成19年度　4,116㎡

③一般財源 5,995 　　平成20年度　4,127㎡

　　平成21年度　1,686㎡

　　平成21～23年度　整備工事・供用開始

<財源構成> ・高沼遊歩道整備事業(大宮区北袋町１丁目) 90,000

①国庫支出金 20,000 　コミュニティ道路の整備

②市債 66,500 　  平成19年度　実施設計

③一般財源 3,500 　  平成20年度　ポケットパークの整備

　  平成21年度　コミュニティ道路の整備

　  平成22年度　コミュニティ道路の整備、既設橋の改修

<財源構成> ・見沼通船堀公園整備事業(緑区大間木) 179,226

①国庫支出金 50,000 　  公園整備に向け用地取得を行う。

②市債 90,000       全体計画面積　13.9ha

③一般財源 39,226      　(うち、取得済面積　11.5ha、買収率　約83％)

 　 完成目標年度　平成26年度

<財源構成> ・与野中央公園整備事業(中央区新中里４丁目) 421,940

①国庫支出金 115,000 　　公園整備に向け用地取得を行う。

②市債 207,000 　    全体計画面積　8.1ha

③一般財源 99,940 　   　(うち、取得済面積　7.0ha、買収率　約86％)

　  完成目標年度　平成26年度
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<環境>

見沼グリーンプロジェク 32,000 　見沼田圃の自然・歴史・文化を市民のかけがえのない環境資産

ト推進事業 として後世に伝え、世界に誇れる田園風景と憩いの場を創出する

(みどり推進課) ため、(仮称)見沼基本計画を策定する。

<内容>

・(仮称)見沼基本計画策定業務

・見沼田圃自然環境調査業務

<環境>

建築物緑化助成事業 5,000   市街地の緑化を推進し、都市環境の向上を図るため、建築物の

(みどり推進課) 屋上や壁面を緑化する方に対して、緑化に係る経費の一部を助成

する。

<制度概要>

助成金額（上限額100万円）
助成単価又は助成割合

先導地区内の建築物

大規模建築物
・先導地区：駅を中心とした概ね半径500ｍの範囲
・大規模建築物：市内全域において、3,000㎡以上の敷地に建てられた建築物

対象となる建築物 対象箇所/面積

屋上・壁面緑化
各10㎡以上

２万円／㎡×対象緑化面積
又は対象経費の１／２の
少ない額
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（２）子育てを応援し、だれもが健やかに安心して暮らせる
［健康の増進と福祉の充実］

（単位：千円）

予 算 額

<新><子育て><安心>

産科医等確保支援事業 52,394 　市内の産科医療体制の充実を図るため、新たに分娩取扱機関に

(健康増進課) 対する補助を行う。

<財源構成>

①県支出金 25,806 <内容>

②一般財源 26,588 ・補助単価：10,000円/分娩１件

<新> 　

さいたま市民医療センタ 653,587 　さいたま市民医療センターに対して、運営費の一部を助成す

ー運営費補助事業 る。

(健康増進課)

<制度概要>

・補助対象　収支赤字の１／２

<債務負担行為>

<施設概要>

・診療科目　内科、外科、小児科、脳神経外科、リハビリテーシ

　　　　　　ョン科、整形外科等

・特　　色　・地域医療機関からの紹介患者に対する医療の提供

　　　　　　・24時間体制の第２次小児救急医療の提供

　　　　　　・回復期リハビリテーション機能

　　　　　　・災害拠点病院機能

・病 床 数　340床

事　業　名 摘　　　　　　　　　要

事項 限度額 期間

(仮称)さいたま市民医療
センター運営費補助金

1,000,000
平成21年度から
平成23年度まで
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<新><重要><安心>（再掲 P.81）

新型インフルエンザ対策 686,240 　新型インフルエンザの流行による健康被害から市民を守り、安

事業 全を確保するため、医薬品、資器材の備蓄等を行う。

(健康増進課)

(地域保健課) <内容>

(保健科学課) ・新型インフルエンザ対策会議

(安心安全課) ・図上訓練及び業務継続計画の基礎調査

(救急課) ・市民用抗インフルエンザウイルス薬の備蓄

<財源構成> ・資器材の備蓄

①国庫支出金 4,000 ・感染症情報の収集・分析

②一般財源 682,240

<新>

認知症疾患医療センター 7,726 　認知症高齢者等が地域社会で安心して暮らすことのできる環境

設置事業 づくりのため、認知症疾患医療センターを開設し、医療、福祉、

(高齢福祉課) 介護に関わる地域の関係者との連携体制を構築する。

<財源構成>

①国庫支出金 3,863 <事業概要>

②県支出金 208 　認知症の専門的医療機関としての対応を行うとともに関連機関

③一般財源 3,655 への情報提供、共同研修、連携調整等を行う中心機関となる。

・開設時期　平成21年４月

・開設時間　９時～17時(月～金)

・委託先　　埼玉精神神経センター(中央区本町東６丁目)

<参考>

地域包括支援
センター等

本人

家族等

認知症疾患医療センター

専門性
　高

相談

連携

相
談

支
援

情
報
提

供

確
定
診
断

依
頼

かかりつけ医

もの忘れ相談医

【認知症高齢者等医療相談・支援体制】

確
定
診
断

依
頼

情
報
提

供
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<新>

後期高齢者人間ドック受 8,899 　高齢者の健康維持のため、後期高齢者が人間ドックを受診する

診助成事業 際に受診費用の一部を助成し、受診機会の拡大を図る。

(年金医療課)

<事業概要>

・対象者　　後期高齢者医療制度加入者

・助成額　　15,000円(１人年１回)

<新><重要><子育て>

16,959 　市内在住の障害児が、医療や、その発達を促す訓練、生活の中

園施設整備事業 で、適切な療育を身近な地域で受けられるよう、障害児通園施設

(障害福祉課) を整備する。

<財源構成>

①市債 7,400 <事業計画>

②一般財源  9,559 　平成21年度　基本･実施設計、地質調査･土壌調査

　平成22年度　建設工事

　平成23年度　開園予定

<施設概要>

・建 設 地　見沼区春野２丁目1227-18

・施設形態　児童デイサービス事業

・定　員　　30名

(仮称)春野地区障害児通
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<新><重要><子育て>

発達障害者支援センター 3,519 　発達障害者(児)及びその家族が安心して地域で生活できるよう

整備事業 専門的な相談や支援を行う発達障害者支援センターを設置する。

(障害者総合支援センター)　

<事業概要>

・設置場所　障害者総合支援センター内

　　　　　（中央区鈴谷７丁目５－７）

・職員体制　３名(精神保健福祉士、社会福祉士、臨床心理士)

・運営開始　平成21年10月(予定)

　

<新><重要><子育て>

児童センター整備事業 16,000 　公共施設適正配置方針に基づき、児童センターと老人福祉セン

(子育て企画課） ターの複合施設を整備する。

<事業計画>

・平成20年度　用地取得

・平成21年度　基本・実施設計

・平成22年度　工事着工

・平成23年度　開所予定

<施設概要>

・建設地　　浦和区東仲町20-１

・延床面積　638㎡

・構　　造　鉄筋コンクリート造２階建
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<新><重要><子育て>

(仮称)子ども総合セン 8,164 　子育て支援の充実を図るため、大型児童館機能を含む子育て支

ター整備事業 援機能及び総合相談機能等を備えた(仮称)さいたま市子ども総合

(子育て企画課) センターを整備する。

<施設概要>

・建設地　　浦和区上木崎４丁目58－１ほか（旧大原中学校跡地)

・敷地面積　13,403.82㎡

<事業計画>

　平成21年度　　　基本構想策定

　平成22年度　　　基本計画策定

　平成23年度　　　基本設計・実施設計・解体設計

　平成24～25年度　建設工事

　平成26年度　　　開館予定

<拡大><子育て><安心>（再掲 P.83) 

子ども急患電話相談事業 17,010 　子どもの急病などに対し、適切なアドバイスを行い、保護者の

(健康増進課) 不安解消を図るため、電話相談事業を実施する。

<事業概要>

・相談受付時間　　　　　　　　　　　　　　　

　月～金　　　　　　　　　　17時～翌日９時　

　日・土・祝日及び年末年始　９時～翌日９時　
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<拡大><重要>

767,750 　特別養護老人ホームを設置する社会福祉法人に対し、施設整備

費補助金 費の一部を助成する。

(高齢福祉課)

<財源構成> <対象施設> 入所定員

①市債 575,800 ・鶴の里(岩槻区増長) 110人

②一般財源   191,950 ・さいたまほほえみの里(岩槻区長宮) 120人

・しらさぎ(岩槻区南下新井)  80人

・ウエルガーデン(北区今羽町) 100人

・さいたましあわせの里(岩槻区裏慈恩寺) 120人

<拡大><重要><子育て>

保育所の新設整備事業 474,300 　保育所待機児童の解消を図るため、民間保育所の施設整備費及

(子育て企画課） び運営費の一部を助成する。

(保育課） <対象施設>

<財源構成> ・新設整備(３施設)

①分担金及び負担金 　　(仮称)くすのき保育園(北区日進町)　　定員60名

35,270 　　(仮称)まきば保育園(見沼区大和田町)　定員60名

②国庫支出金 183,067 　　(仮称)みう保育園(緑区大字下野田)　　定員60名

③市債 44,000 ・新規開設(１施設)

④一般財源 211,963 　　(仮称)ゆめいろ保育園(中央区本町東)　定員90名

・移転・増改築施設(１施設)

　　与野ひなどり保育園(中央区本町西)　　定員60名→90名

特別養護老人ホーム整備
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<拡大><重要><子育て>

地域子育て支援センター 304,060 　子育て情報の提供、育児相談等を行う地域子育て支援センター

整備事業 の充実を図る。

・単独型子育て支援センターの新設

　 (仮称)桜区子育て支援センター(桜区白鍬)

<財源構成> ・保育所併設型子育て支援センターの新設

①国庫支出金 74,263 　（仮称)ゆめいろ保育園(中央区本町東)

②諸収入 630 　 与野ひなどり保育園(中央区本町西)

③一般財源 229,167 ・子育て支援センターさいのこの開設日拡大　週３日→５日

<拡大><子育て>

特別支援学校放課後児童 33,162 　特別支援学校に通学する障害児を対象とした放課後児童クラブ

対策事業 に対し、運営費を助成する。

(子育て支援課)

<拡大>

・障害児１人当たり5,000円/月の加算補助の創設

・放課後児童クラブと同等の職員健康診断補助及び保護者助成

　金の創設

<対象施設>

　わんぱくクラブ(緑区東浦和６丁目)

　風の子クラブ(中央区八王子４丁目)

　春日部はるじおん(春日部市)

　蕨げんきクラブ(蕨市)

　養護学校放課後ケアさくら(川口市)

　対象人数　合計47人

(子育て支援課)

(保育課)

(子育て企画課)
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<拡大><重要><子育て>

放課後児童健全育成事業 1,457,091 　待機児童の解消及び保育環境の改善を図るため、放課後児童ク

(子育て支援課) ラブを整備・運営する。

<財源構成>

①分担金及び負担金 ・民設児童クラブ新規開設等

137,520 　　　新設(４施設)

②使用料及び手数料 　　　　つばさ小(50名)、常盤小(40名)、宮原小(30名)、

4 　　　　鈴谷小(30名)

③国庫支出金 184,094 　　　分離(２施設)

④一般財源 1,135,473 　　　　日進小(30名)、大宮別所小(40名)

・施設整備(１施設)

　　　　指扇北小(70名)

　　　　　延床面積：170㎡

　 　　　　　構　　造：Ｓ造１階建て

　　　　　整備スケジュール　平成20年度設計

　　　　　　　　　　　　　　平成21年度工事

　　　　　　　　　　　　　　平成22年度開設予定

<拡大><子育て>

のびのびルーム事業 27,585 　０～２歳児までの親子を中心とした集いの場として、放課後児

(子育て支援課) 童クラブを午前中、のびのびルームとして開放する。

<財源構成>

①国庫支出金 5,480 ・新規開設　大宮南(大宮区吉敷町)

②一般財源 22,105 　　　　　　蓮沼(見沼区風渡野)

　　　　　　大門(緑区大門)

・既開設 　 31か所

・育成会午前中開放　３か所(土合、南浦和、木崎)
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<拡大><重要><子育て>

児童虐待防止対策事業 81,405 　児童虐待の発生予防から家族の統合に至るまでの切れ目のない

(子育て支援課） 支援を図る。

(児童相談所）

(地域保健課) <事業概要>

<財源構成> ・子ども虐待防止フォーラムの開催

①使用料及び手数料　　9 ・オレンジリボンキャンペーンの実施

②国庫支出金 27,200 ・家族支援、カウンセリング、法律相談体制整備等の実施

③諸収入 1,965 ・一時保護所の管理運営

④一般財源 52,231 ・周産期から虐待発生予防を目的とした支援を行う

<拡大>

・法的対応の強化

　　通常の法律相談に加え重要法的事案対応を追加

<拡大><子育て>

認定こども園整備促進事 7,222 　幼児教育、保育を併せて提供する認定こども園に対して助成を行

業 う。

(保育課)

<内容>

・施設整備補助(補助率１／２)　 　改　修　　600千円/人

　　　　　　　　　　　　　　　　 増改築　1,250千円/人

・運営委託　　　ナーサリールームと同等の委託料
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<拡大><重要><子育て>

事業所内保育施設推進事 18,684 　事業所内保育施設の整備を行う企業に対して支援を行う。

業

(保育課) <内容>

・対象　地域の児童等を受け入れる事業所内保育施設

　　　　(10人未満の整備については地域児童を受け入れなくても

　　　　 補助)

・施設整備補助

　　改修　　　　　300千円/人

　　新設・増改築　625千円/人

・運営委託(地域の受け入れ児童が対象)

　　家庭保育室と同等の委託料

<拡大><重要><子育て> 　

認可外保育施設(ナーサリ 1,168,138 　保育所待機児童の解消と保育の充実を図るため、認可外保育施

ールーム・家庭保育室） 設に助成を行う。

運営事業

(保育課） <内容>

<財源構成> ・ナーサリールーム(０～５歳、20人以上)

①国庫支出金 194 　　31施設 → 37施設

②一般財源 1,167,944 ・家庭保育室(０～３歳、19人以下)

　　52施設 → 54施設

<拡大>

・保育料軽減加算　　　　　　　児童１人当たり２万円/月

・多子減免対象拡大　　　　　　認可保育所と同等に拡大

・家庭保育室対象年齢の拡大　　２歳児まで→３歳児まで
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

　　

<拡大><重要><子育て>

病児保育事業 34,755 　医療機関の保育室で、病気中又は病気回復期の児童の一時保育

(保育課) を行う。

<財源構成>

①国庫支出金 8,480 <内容>

②諸収入 2,229 ・病児保育保険料

③一般財源 24,046 ・病児保育事業運営業務委託料

・利用連絡書発行手数料補助金

<事業概要>

・実施医療機関

　　病児保育室あすなろ(中里小児科・見沼区、定員４名)

　　病児保育室こりすの家(西部総合病院・桜区、定員４名)

　　病児保育室キッズカサイ(かさい医院・浦和区、定員４名)

・実施時間　　午前８時～午後６時

・対 象 者　　市内の保育所に通所中の児童

・利用者負担　１日2,000円

　　　　　　　所得税非課税世帯　1,000円

　　　　　　　市民税非課税世帯・生活保護世帯　無料

<実績>

<拡大><重要><子育て>

妊婦健康診査事業 919,993 　健やかに子どもを生み育てるための支援の一環として、公費負

(保健総務課) 担による妊婦健康診査回数を拡大する。

<財源構成>

①県支出金 148,500 <拡大>

②一般財源 771,493 ・公費負担回数　５回　→　14回

・超音波検査　35歳以上１回　→　全年齢４回

病児保育室利用件数

平成18年度 平成19年度 平成20年度
(10月末時点)

あすなろ 557 466 300

こりすの家 436 476 240

キッズカサイ － 277 206
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<重要><安心>（再掲 P.84）

ＡＥＤ民間施設普及促進 10,950 　民間児童施設等のＡＥＤ整備を促進するため補助を行う。

事業

(健康増進課) <制度概要>

・対象施設　　児童福祉施設、老人福祉施設等

・補 助 率　　購入費用の１／２(上限15万円)

・期　　間　　平成20～21年度の２か年

・さいたま市ＡＥＤ設置台数　662台(20年度末見込)

<子育て>

子どもの精神保健相談室 2,554 　子ども(小学生から中学生まで)の心の諸問題の相談窓口として

運営事業 専門的取組を行う。

(こころの健康センター)

<財源構成> <相談体制>

①国庫支出金 356 ・方法　電話相談(火・金曜日)

②一般財源 2,198 　　　　面接指導(月・水・木曜日)

・開設時間　８時30分～17時15分

・職員体制　医師１名、心理士１名、保健師１名

<実績>

　平成19年度実績(平成19年7月～平成20年3月)

・電話相談　　　　269件

・来所・継続相談　375件

<子育て>

特定不妊治療費助成事業 120,000 　次世代育成支援の一環として、特定不妊治療費の助成を行う。

(地域保健課）

<財源構成> <事業概要>

①国庫支出金 60,000 ・助 成 額　１回の治療に10万円を限度に２回まで

②一般財源 60,000 　　　　　　（年度限度額 20万円）

・助成対象　体外受精、顕微授精

・助成期間　通算５年間

<実績>

　平成19年度実績　827件
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

　

産婦・新生児訪問指導 17,755 　生後60日以内の乳児のいる家庭を訪問し、保健指導、子育ての

(保健総務課) 相談などを行う。

<事業概要>

・対象　生後60日以内の乳児のいる家庭のうち希望する家庭

約3,300件／年

・訪問時の支援　身長・体重測定、母親・新生児の健康チェック

　　　　　　　や保健指導、育児相談等

<子育て>

親子教室の実施 3,215 　子どもの発達の助長や保護者の不安を軽減するため、親子教室

(保健総務課) を実施する。

<事業概要>

・対象者　言葉の遅れや発達の遅れなどが見られる幼児

　　　　　(主に２～３歳児)

・場　所　各区保健センターで開催

　　　　　月１～２回

<子育て>

子ども虐待予防家庭訪問 2,810 　子育て不安や養育上の問題を抱える家庭に対し、保健師等によ

事業 る継続的な家庭訪問を行う。

(保健総務課)

<実績>

・平成19年度　訪問世帯実数　　　61件

　　　　　　　訪問世帯延べ数　 231件

40



（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<重要>（再掲 P.98）

シルバーバンクの運営 18,779 　団塊の世代の活動を支援するため、シルバーバンクを運営する。

(高齢福祉課)

<財源構成> <登録状況>

①諸収入 639

②一般財源 18,140

　開設場所：コムナーレ９階（シルバーバンク事務所）

　

<子育て><安心>

207,250 　障害者の相談支援を行う障害者生活支援センターを運営する。

事業

(障害福祉課) ・設置数　15か所

<設置状況>

　拠点型　障害者総合支援センター内　１施設

　知的、身障、精神対応型　６施設

　知的、身障対応型　４施設

　精神対応型　４施設

　(全区配置完了)

グループホーム・生活ホ 234,788 　障害者の地域生活への移行先の受け皿となるグループホーム等

ーム補助事業 の運営を支援する。

(障害福祉課)

<財源構成> <内容>

①国庫支出金 53,138 ・生活ホーム補助金

②県支出金 26,569 ・介護給付(ケアホーム)

③一般財源 155,081 ・訓練等給付(グループホーム)

・グループホーム等設置促進補助事業

障害者生活支援センター

種類 登録数
シニアパワー人材バンク 100人
シニアボランティアバンク 50団体
シニア指導者人材バンク 65人
企業等ＯＢ人材バンク 25人
　　　　　 　　　(平成20年度末見込み)
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<重要><子育て>

障害福祉サービス安定化 28,670 　障害者自立支援法に基づく各種支援事業の利用促進及び施設運

事業(市単独) 営の安定化を図るため、利用者等への負担軽減措置を講じる。

(障害福祉課)

<事業概要>

・サービス利用者の負担軽減

　　負担額の１／２を助成

・施設運営の安定化支援

　　法施行前月の報酬との差額の１／２を補助

75,324 　障害者が地域で安心して自立した生活を営むことができるよう

障害者の就労支援等を行う。

<財源構成>

①国庫支出金 4,542 <事業概要>

②諸収入 1,631

③一般財源 69,151

<実績>

　平成20年度

　　新規登録者数 162名

　　就職決定者　　46名（平成20年12月末現在）

障害者就労支援事業

(障害者総合支援センター)

障害者 支援係

職場体験実習・職業訓練

就　労

雇用創出コーディネーター

事 業 所

障害者向けトレーニング
(トレーニングコーチ)

ジョブコーチ派遣

相 談 職場開拓

調 整
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<重要><子育て>

子育て支援医療費助成事 1,996,200 　子育て支援の充実を図るため、乳幼児・児童の医療費の一部負

業 担金等を助成する。

(年金医療課)

<財源構成> <医療費助成>

①諸収入 5,082 ・通院　０歳～小学校就学前

②一般財源 1,991,118 ・入院　０歳～中学校卒業前

・公費負担医療制度実施(受診手続の簡略化)

<重要><子育て>

ハローエンゼル訪問事業 23,913 　乳児(生後４か月まで)の健全な育成を支援するため、家庭を

(子育て支援課) 訪問し、子育ての情報提供や相談などを行う。

<財源構成>

①国庫支出金 18,993 <事業概要>

②一般財源 4,920 ・対象　生後４か月までの乳児のいる全家庭　　約6,500件／年

・訪問員　民生委員・児童委員等　約70人

<子育て>

子どもショートステイ事 192 　保護者の家庭における養育が一時的に困難となった乳児・児童

業 を短期間預かる子どもショートステイ事業を実施する。

(子育て支援課)

<財源構成> <事業概要>

①国庫支出金 95 ・委託施設　いわつき乳児院、児童養護施設いわつき 等

②一般財源 97 ・利用期間　原則として７日以内　

・利用料金　5,350円／日(２歳未満児・一般世帯の場合)

（産婦・新生児訪問指導と合わせて全戸訪問）

43



（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<重要><子育て>

子育てヘルパー派遣事業 849 　体調不良で、日中に家事や育児の手伝いをしてくれる人がいな

(子育て支援課） い家庭にホームヘルパーを派遣し、家事･育児の援助を行う。

<財源構成>

①国庫支出金 546 <事業概要>

②一般財源 303 ・対 象 者　妊娠中及び小学校６年生までの児童を養育する世帯

・利用時間　午前８時～午後６時

・利 用 料　生活保護世帯　　　　無料

　　　　　　市民税非課税世帯等　500円／１時間

　　　　　　その他の世帯　　　1,000円／１時間

・委 託 先　(財)さいたま市在宅ケアサービス公社

　　　　　　

<子育て>

高等技能訓練促進費等事 16,718 　母子家庭の自立促進を目的に高等技能訓練促進費等を助成する。

業

(子育て支援課） <事業概要>

<財源構成> ・取得資格の対象　

①国庫支出金 12,538 　　介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士、看護師、

②一般財源 4,180 　　准看護師、歯科衛生士　　

・助成額　　訓練促進費　月103,000円限度

　　　　　　一時金　　　　 50,000円限度 

<重要><子育て>

放課後子ども教室推進事 23,387 　児童の健全育成を目的に、放課後子ども教室を実施する。

業

(子育て支援課) <事業概要>

<財源構成> ・実施箇所　20か所

①国庫支出金 7,795 ・対 象 者　登録した全児童　　

②一般財源 15,592 ・活動内容　遊び、スポーツ、地域交流、学習サポート等

・実施場所　小学校・公民館等
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<重要><子育て>

私立幼稚園預かり保育事 91,590 　預かり保育事業を実施する私立幼稚園に対して支援を行う。

業

(保育課) <事業概要>

・通常預かり保育

　　正規の教育時間の前後に１日２時間園児を預かる

・長時間預かり保育

　　通常預かり保育を超えて園児を預かる

・夏季・冬季・春季長期休園日預かり保育

　　夏季・冬季・春季休園日に１日８時間以上園児を預かる

・休園日預かり保育

　　土日祝祭日等の休園日に１日８時間以上園児を預かる

・預かり保育推進加算金

　　預かり保育４時間以上、夏季長期休園日26日以上、冬季・春

　　季休園日預かり保育を実施した場合１施設50万円加算する

<参考>

私立幼稚園運営費補助事 132,850 　私立幼稚園に対し運営費の一部を助成する。

業

(保育課) <事業概要>

・目　的　教育条件の維持、向上等

・補助額　園児数１～100人　1,200,000円

　　　　　　　　101～200人 1,250,000円

　　　　　　　　201人以上　1,300,000円

平成20年度預かり保育実施状況　　　(平成20年12月末現在)

通常預かり保育 夏季預かり保育
実施園数 67 31
利用者数 997 553

１園平均利用者数 15 18
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<子育て>

トワイライトステイ事業 4,500 　夕方から夜間まで小学校３年生以下の児童の一時預かりを実施

(保育課) する民間保育所に対して助成を行う。

<財源構成>

①国庫支出金 48 <対象施設>

②一般財源 4,452 ・名　　称　武蔵浦和Ｊキッズステーション

・定　　員　10人程度

・対　　象　市内在住で１歳以上小学校３年生まで

・利用時間　平日午後５時～午後10時

<子育て> (再掲 P.59)

24時間いじめ相談窓口 23,111 　児童生徒の心の悩みに対応する24時間電話相談を実施する。

(指導２課)

<財源構成> 　実施場所：岸町教育相談室(浦和区岸町６丁目)

①国庫支出金 7,703 <実績>

②一般財源 15,408 ・相談件数　　　246件　(平成20年４月～12月末現在)

<子育て> (再掲 P.59)

教育相談推進事業 4,491 　知的障害、情緒障害や聴覚・言語に障害のある児童・生徒の発

(指導２課) 達相談及び就学相談を専門に行う。

　実施場所：特別支援教育相談センター(西区三橋６丁目)

<実績>

・相談件数(平成20年４月～12月末現在)

　　発達相談　　　2,397件　　就学相談　1,883件

　　グループ相談　　168件　 　 合計　  4,448件

46



（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<国民健康保険事業特別会計>

<重要>

特定健診・特定保健指導 1,156,382 　生活習慣病の予防を図るため、特定健診・特定保健指導を実施

事業 する。

(国民健康保険課)

(保健総務課) <事業概要>

<財源構成> ・対 象 者　40歳以上の国民健康保険加入者

①国庫支出金 153,439 ・特定健診　問診、計測、診察、脂質、肝機能、代謝系、尿・腎

②県支出金 146,423 　　　　　　機能、血液一般 等

③一般財源 856,520 ・特定保健指導

　　特定健診の結果　　発症リスク中→動機付け支援

　　　　　　　　　　　発症リスク大→積極的支援

　　・動機付け支援　面接、各自の取組、実績評価

　　・積極的支援　　面接、運動教室、食生活改善教室、

　　　　　　　　　　支援レター等、実績評価

<介護保険事業特別会計>

介護保険事業 7,642,892 　介護保険法に基づき、３年に１度の保険料の改定を行う。

(介護保険課)

<介護保険料の改定>

・引上率　平均　2.4％

・引上額　平均　 94円(月額)

<一般会計繰出金>

・基準内繰出し(法等の定めによる繰出し) 6,079,931

・基準外繰出し(財源補てん) 1,562,961
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（３）一人ひとりが生き生きと輝く個性を育む
［教育・文化・スポーツ］

（単位：千円）

予 算 額

<新><重要>

駒場運動公園改修事業 18,000 　駒場運動公園(競技場)の老朽化に伴う改修工事を行う。

(都市公園課)

<改修内容>

・地盤改良

・陸上トラックの改修(日本陸上競技連盟第３種公認対応)

・芝の張替え

<事業計画>

　平成21年度　実施設計等

　平成22年度　地盤改良工事、芝張替え工事、給排水工事等

　平成23年度　芝張替え工事、給排水工事等

　　　　　　　供用開始(11月予定)

<新><子育て>

理科支援員等配置事業 14,370 　市立小学校に理科授業の補助を行う理科支援員等を配置する。

(指導１課)

<財源構成>

①諸収入 14,370 <事業概要>

・市立小学校全校に理科支援員を配置する。

・特別授業を実施する講師を派遣する。

摘　　　　　　　　　要事　業　名
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<新><重要><子育て>

特別支援学校整備事業 76,000 　緑区三室に新設の市立特別支援学校を整備する。

(指導２課)

<財源構成> <内容>

①市債 45,000 ・校舎基本・実施設計

②一般財源 31,000 ・用地測量、土壌調査等

・手数料、事務費等

<事業計画>

　平成21年度　　　校舎基本・実施設計

　平成22～23年度　校舎建設工事

　平成24年度　　　開校

<施設概要>

・建 設 地　　緑区三室字大古里地内

・敷地面積　　約7,400㎡

・教 室 等　　普通教室20室、給食室、屋内運動場、プール

・計画規模　　児童生徒数　40人程度

<新><重要><子育て>

市立養護学校・内野地区 17,000 　さいたま市立養護学校の増設及び新設の内野地区公民館の整備

公民館整備事業 を行う。

(指導２課)

(生涯学習総合センター) <内容>

・基本構想策定

・用地測量等
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<新><重要>

全国生涯学習フェスティ 39,300 　埼玉県で開催される「全国生涯学習フェスティバル｣の一環とし

バル事業 て、さいたま市主催事業を実施する。

(生涯学習振興課)

<事業概要>

・開催期間　平成21年10月30日(金)～11月３日(火・祝日)

・実施事業　生涯学習見本市へのブース出展

　　　　　　コムナーレほか市施設にてイベントの開催

<拡大><重要><子育て><安心>

小中学校校舎耐震改築事 125,300 　耐震強度が不足する小中学校校舎について改築を行う。

業

(学校施設課) <内容>

<財源構成> ・浦和別所小学校

①市債 69,500 　仮設校舎賃借料(債務負担行為)

②一般財源 55,800 　給水設備外切廻し工事

　校舎解体工事(継続費)

・与野西中学校

　校舎解体設計及び改築設計等

<事業計画>

・浦和別所小学校

　平成20年度　解体設計及び基本・実施設計

　平成21年度　解体工事

　平成22年度　解体工事、建設工事

　平成23年度　建設工事、供用開始

・与野西中学校

　平成21年度　解体設計及び基本・実施設計等

　平成22～23年度　解体工事・建設工事

　平成24年度　供用開始

事業名 年度

21 71,000 80.0%

22 17,800 20.0%

合計 88,800 100.0%

年割額

浦和別所小学校
校舎解体工事
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<拡大><重要><子育て><安心>

公共施設耐震化事業(小中 4,230,430 　耐震性の確保が必要とされる校舎等について診断、設計、改修

高等学校耐震補強事業) を実施する。

<財源構成>

①国庫支出金 1,706,989 <内容>

②市債 1,338,000 ・耐震診断　67棟(小学校43　中学校24)

③一般財源 1,185,441 ・耐震設計　75棟(小学校57　中学校14　高校4)

・耐震改修　46棟(小学校24　中学校16　高校6)

※　P85の公共施設耐震化事業に一部重複掲載

<耐震化スケジュール>

・学校施設耐震化完了目標年次　平成25年度

<拡大><子育て>

給食施設整備事業 1,780,751 　小中学校単独調理場(給食室)を計画的に整備する。

(学校施設課)

(健康教育課) <内容>

<財源構成> ・給食室建設工事

①国庫支出金 40,310 　(岩槻小・慈恩寺小・徳力小・慈恩寺中)

②市債 1,068,000 ・初度備品等

③一般財源 672,441 ・実施設計等(４校)

<参考>

　平成25年度まで毎年４校の単独調理場を整備予定。

<拡大><重要><子育て>

少人数指導サポート事業 203,455 　教育の充実を図るため、小中学校全校に各１名の少人数指導サ

(教職員課) ポートプラン臨時教員補助員を配置する。

<財源構成>

①諸収入 1,197 <配置状況>

②一般財源 202,258 18年度まで 19年度 20年度 21年度

小学校 27校 57校 101校 102校

中学校 13校 31校 57校 57校

合計 40校 88校 158校 159校

(全校配置済)

51



（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<拡大><重要><子育て>

学校・学級支援員配置事 75,092 　学校教育の充実を図るため、学校・学級支援員を配置する。

業

(指導２課) <事業概要>

・配置状況(平成20年12月１日現在)

　　小学校　91校　　中学校　44校　　計　135校

<拡大><子育て><安心> (再掲 P.86)

学校防犯体制整備事業 181,000 　不審者による犯罪から子どもを守るため、小学校及び特別支援

(健康教育課) 学校に警備員を配置する。

<重要>

(仮称)サッカープラザ 21,717 　さいたま新都心第８－１Ａ街区に(仮称)サッカープラザを整備

整備事業 する。

(スポーツ企画課)

<内容>

・(仮称)サッカープラザ事業計画実施等業務

・(仮称)サッカープラザ展示関連資料等調査業務

<事業計画>

　平成20年度　サッカープラザ整備方針策定

　平成21年度　財産交換契約締結・工事着工

　平成25年度　竣工・開館

<参考>
交換前 交換後

所在地：中央区新都心１番４ 所在地：中央区新都心１番４の一部

地　積:1,953.02㎡ 地　積:557.89㎡
価　額:2,138,654,000円 価　額:610,920,798円

所在地　 ：中央区新都心１番２、１番３、1番４、

         １番５　　　　
建物用途：(仮称)さいたま市サッカープラザ
延床面積：4,856㎡
価　額　：1,527,733,202円

＊さいたま新都心第８－１Ａ街区整備事業等価交換協定書締結時点（平成20年７月31日）

土　地

建　物
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要>

949,117 　地域資源である盆栽文化を保存・伝承するとともに、内外に発

(文化振興課) 信するための拠点施設を整備する。

<財源構成>

①市債 731,500 <内容>

②一般財源 217,617 ・盆栽関連施設建設工事

<継続費>

・管理運営計画策定、展示設計・造作等

・盆栽管理・盆器保管

・開館ＰＲ経費

・周辺整備等(施設案内サイン設置等)

<事業計画>

　平成21年度　施設建設工事、開館準備

　　　　　　　３月開館予定

<施設概要>

・建 設 地　北区土呂町２丁目24－３ほか

・敷地面積　6,335.07㎡

・延床面積　1,497.58㎡　２階建て

・屋内施設　常設展示室、多目的ルーム等

・屋外施設　盆栽庭園、盆栽培養場等

盆栽関連施設等整備事業

事業名 年度

20 330,000 30.00%

21 770,000 70.00%

合計 1,100,000 100.00%

盆栽関連施設整備
事業

年割額
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要>

(仮称)岩槻人形会館整備 21,530 　地域資源である人形文化を保存・伝承するとともに、内外に発

事業 信するため、(仮称)岩槻人形会館を整備する。

(文化振興課)

<内容>

・管理運営計画策定

<事業計画>

　平成20年度　基本設計

　平成21年度　実施設計、管理運営計画策定

　平成22～23年度　施設建設工事、開設

<施設概要>

・建 設 地　岩槻区太田２丁目268－４ほか

・敷地面積　約8,900㎡

・延床面積　約2,000㎡

・施　　設　展示室、体験工房、収蔵庫等
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

スポーツ文学賞事業 4,000 　第５回スポーツ文学賞の作品の募集を行う。

(文化振興課)

<財源構成> <事業計画>

①財産収入 70 　平成21年度　作品募集

②一般財源 3,930 　平成22年度　選考及び作品集の発行

<実績>

第４回さいたま市スポーツ文学賞
・スポーツ文学賞

作品名 筆名
大　　　賞 オガンバチ 藤井　仁司

タイ・ブレーク 小川　栄
世界の一隅 遊座　守
カムイエクウチカウシ山残照 太田　実
チューブ・ライディングの長い夜 北代　司

・スポーツエッセイ賞
スポーツ
エッセイ賞 暴走じーちゃん－野球編 小田　由季子

優　秀　賞 スズメの微笑み
～バレーボールと歩んだ道～ 中島　由美子

父と卓球 佐中　恭子
レッツエンジョイ乗馬！ 大谷　房子

優　秀　賞

佳　　　作

佳　　　作

応募状況
第１回

平成13～14年
第２回

平成15～16年
第３回

平成17～18年
第４回

平成19～20年
スポーツ文学賞 204 139 135 162
スポーツエッセイ賞 － － 192 219
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要><子育て>

美園地区小学校建設事業 92,500 　浦和東部第二特定土地区画整理事業地内(緑区大門)に小学校を

(学校施設課) 建設する。

<財源構成>

①市債 57,700 <内容>

②一般財源 34,800 ・基本、実施設計策定業務等

<事業計画>

　平成20年度　　　基本計画

　平成21年度　　　基本・実施設計等

　平成22～23年度　用地取得、建設工事

　平成24年度　　　開校

<子育て>

桜木小学校校舎改築事業 2,218,633 　三橋中央通線拡幅事業に伴い、北校舎の改築を行う。

(学校施設課) <内容>

<財源構成> ・北校舎改築工事(継続費)

①諸収入 350,120 ・仮設校舎賃借料(債務負担行為)

②市債 1,311,000 ・用地取得

③一般財源 557,513 <継続費>

<事業計画>

　平成18年度　基本・実施設計

　平成19年度　仮設校舎設置、受水槽改修等

　平成20年度　解体工事、建設工事

　平成21年度　建設工事、用地取得

　平成22年度　供用開始

<施設概要>

・鉄筋コンクリート造　４階建て　延床面積4,846㎡

・構成　普通教室６室　特別教室６室　多目的室　給食室

事業名 年度

20 371,496 29.8%

21 876,822 70.2%

合計 1,248,318 100.0%

年割額

桜木小学校校舎
改築事業
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<子育て>

つばさ小学校の開校 5,300 　北区宮原町３丁目地内につばさ小学校を開校する。

(学校施設課)

<内容>

・学校管理運営経費等

<施設概要>

・建 設 地　　北区宮原町３丁目地内

・敷地面積　　17,095㎡

・延床面積　　校舎　　8,023㎡

　　　　　　　(普通教室24室、特別支援学級２室)

　　　　　　　給食室・プール　953㎡

　　　　　　　体育館　2,742㎡(既存建物使用)

<子育て><環境>

小学校校庭芝生整備事業 85,000 　環境に配慮した学校施設とするため、小学校の校庭に芝生を整

(学校施設課) 備する。

<財源構成>

①国庫支出金 10,780 <内容>

②市債 55,500 ・散水装置実施設計、工事

③一般財源 18,720 ・校庭測量、芝生化工事

<事業概要等>

・整備校　蓮沼小学校

・校庭改修面積　約10,000㎡　うち芝生化面積　約3,000㎡

<子育て>

学校図書館司書の配置 182,081 　図書館教育の充実を図るため、全小中学校に司書を配置する。

(教職員課)

①諸収入 1,068 <配置状況>

②一般財源 181,013 ・小学校　   102人

・中学校　　　57人

　　全校配置済み(平成21年４月開校　つばさ小学校含む)
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要><子育て>

｢自分発見！｣チャレンジ 1,948 　市立小中学校の児童生徒に対し、子どもの得意分野づくりプロ

さいたま推進事業 グラム｢『自分発見！』チャレンジさいたま｣を実施する。

(指導１課)

<事業概要>

・各種行事への参加者には、パスポートにポイントを付与する。

　　ステージⅠ　学校主催行事への参加

　　ステージⅡ　市主催・共催行事への参加

　　ステージⅢ　更なる得意分野を形成する場への参加

・様々な体験を通して、学ぶ意欲を高め、得意分野の形成につな

　げる。

<重要><子育て>

小学校体育授業サポータ 41,090 　体育授業における教員の実技補助者として、小学校全校にサポ

ー派遣事業 ーターを派遣する。

(指導１課)

<事業概要>

・体育授業サポーター派遣

　　各小学校週２日程度(年22週派遣、１日当たり４時間)

・体育授業サポーター

　　大学生サポーター    延べ40人

　　一般サポーター　　　延べ1,600時間分

<実績>(平成20年12月末現在)

・派遣サポーター

　派遣人数　60名　　派遣校　86校

・大学生、一般サポーター

　派遣人数　27名(大学生:12名、一般:15名)　派遣校　15校

　　　　　　　　　　合計　延べ17,261時間
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<子育て>

英語教育充実事業 171,917 　小学校５年生から中学校３年生を対象とした小中一貫の英会話

(指導１課) 教育を全校で実施する。

・外国人英語講師派遣

・日本人英会話講師派遣

<子育て> (再掲 P.46)

24時間いじめ相談窓口 23,111 　児童生徒の心の悩みに対応する24時間電話相談を実施する。

(指導２課)

<財源構成> 　実施場所：岸町教育相談室(浦和区岸町６丁目)

①国庫支出金 7,703 <実績>

②一般財源 15,408 ・相談件数　　　246件　(平成20年４月～12月末現在)

<子育て> (再掲 P.46)

教育相談推進事業 4,491 　知的障害、情緒障害や聴覚・言語に障害のある児童・生徒の発

(指導２課) 達相談及び就学相談を専門に行う。

　実施場所：特別支援教育相談センター(西区三橋６丁目)

<実績>

・相談件数(平成20年４月～12月末現在)

　　発達相談　　　2,397件　　就学相談　1,883件

　　グループ相談　　168件　 　 合計　  4,448件
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<子育て><安心> (再掲 P.86)

学校安全ネットワーク事 6,560 　小学校区に学校安全ネットワーク協議会を設置し、地域の防犯

業 活動を活性化させるとともに、情報の共有化を図る。

(健康教育課)

<財源構成> <内容>

①国庫支出金 1,434 ・防犯ボランティアリーダーによる巡回指導

②一般財源 5,126 ・学校安全ネットワーク構築のための助言

・防犯ボランティアの養成

<子育て>

情報教育の充実事業(校内 263,000 　小・中・特別支援学校の普通教室でインターネット等を活用し

ＬＡＮ整備) た授業ができるよう校内環境を整備する。

(教育研究所)

<事業概要>

・校内ＬＡＮ配線敷設等

・端末機器賃借料等

<整備計画>

20年度まで 21年度 22年度 23年度

整備校数 - 25校 39校 31校

合計 65校 90校 129校 160校
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要>

(仮称)谷田地区公民館整 417,120 　公共施設適正配置方針に基づき公民館を整備する。

<内容>　　

<財源構成> ・公民館建設工事

①市債 361,000 ・初度備品等

②一般財源 56,120 ・開設諸経費等

<継続費>

<事業計画>

　平成19年度　　　　基本・実施設計

　平成20～21年度　  建設工事

　平成22年度　　　　開館

<施設概要>

・建 設 地　南区大字太田窪2504－５

      　　　(善前小学校校庭敷地内)

・構　　造　ＲＣ造地上２階地下１階建

・延床面積　1,449.74㎡

・敷地面積　997㎡

(生涯学習総合センター)

備事業

事業名 年度

20 216,000 40.0%

21 324,000 60.0%

合計 540,000 100.0%

(仮称 )谷田地区
公民館建設事業

年割額
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（４）人と環境に配慮した質の高い基盤をつくる
［都市基盤・交通］

（単位：千円）

予 算 額

<拡大><環境> (再掲 P.23)

コミュニティバス運行事 233,800 　区役所へのアクセスを目的としたコミュニティバス等の運行を

業 行う。

(交通企画課)

<内容>

・コミュニティバス運行経費補助金

・浦和駅東西アクセスバス運行事業費補助金

<21年度新設の運行路線>

・西区　　　花の丘　　　　区役所　　　　西大宮駅

     　　　 指扇病院　　　指扇駅　　　

・桜区　　　中浦和駅　　　 西浦和駅　　　田島団地

　　　　　　区役所　　　大久保団地　　　

・浦和駅東西アクセスバス(平成21年６月～)

　　　　　　さいたま東営業所　　　大門　　　旧463号線 　　

　　　　　　市民会館前　　　

摘　　　　　　　　　要事　業　名

花の丘

市民医療センター

中浦和駅

市民医療センター

さいたま東営業所

浦和駅西口
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要>

30,000 　地下鉄７号線の延伸促進を図るため調査を行う。

業

<内容>

<財源構成> ・地下鉄７号線延伸線基本計画調査

①県支出金 10,000 ・沿線のまちづくり関連調査

②一般財源 20,000

<重要><安心>

交通バリアフリー推進事 33,000 　市内鉄道施設のバリアフリー化(エレベーター設置)を推進する。

業(駅エレベーター設置

事業) <内容>

(交通企画課) ・詳細設計　

　　東大宮駅(ＪＲ)

　　加茂宮駅(埼玉新都市交通)

<環境>

公共交通ネットワーク計 4,000 　ＬＲＴなどの新交通システムの導入可能性の検討を含む、公共

画事業 交通計画の策定に向けた検討を行う。

(交通企画課)

地下鉄７号線延伸促進事

(地下鉄７号線延伸対策課)
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

組合施行等土地区画整理 11,450,000 　組合施行等土地区画整理事業の支援を行う。

支援事業

(区画整理支援課)

<財源構成>

①国庫支出金　 992,200

②基金繰入金 100,000

③諸収入　　　7,650,000

④市債　　　 9,000

⑤一般財源　　2,698,800

<重要>

指扇駅周辺整備推進事業 106,180 　平成25年度の指扇駅橋上化に向けて、駅前広場とアクセス道路

(指扇まちづくり事務所) の整備を行う。

(道路計画課)

①市債　　　 28,800 <内容>

②一般財源　　 77,380 ・駅橋上化概略設計

・アクセス道路(市道32223号線)道路橋りょう設計

<組合施行地区一覧表> 平成20年度末見込

面　積
 (ha)

進捗率
 (％)

29.13 37.1

28.09 64.7

76.27 28.2

11.11 33.4

13.66 62.7

23.55 46.2

36.30 55.8

15.96 59.4

50.64 16.3

13.46 25.2

28.16 18.3

38.41 7.7

31.99 2.3

5.55 75.0

8.04 49.5

410.32 30.1

地　区　名

蓮沼下特定

丸ヶ崎

大門第二特定

土呂農住特定

風渡野南特定

組合施行合計

大門上・下野田特定

台・一ノ久保特定

大和田特定

内谷・会ノ谷特定

大谷口・太田窪

中川第一特定

七里駅北側特定

中尾不動谷・駒前

三室南宿

大間木水深特定
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要>

日進駅周辺まちづくり推 731,281 　平成22年度の日進駅橋上化に向けて、駅舎等の整備を行う。

進事業

<内容>

<財源構成> ・自由通路設置工事業務

①財産収入 1 ・駅舎工事負担金

②市債　　　 403,500 ・南口駅前広場用地取得等

③一般財源　　 327,780

<重要>

武蔵浦和駅第１街区市街 3,633,000 　武蔵浦和駅第１街区の市街地再開発事業を推進する。

地再開発事業

(浦和西部まちづくり事務 <内容>

所) ・建物等除却工事、整地工事

<財源構成> ・移転補償

①国庫支出金 1,748,000

②基金繰入金　 200,000 <事業計画>

③市債　　　　 876,100 ・施行面積　　3.0ha

④一般財源　　 808,900 ・施行者　　　都市再生機構

　平成18年度　都市計画決定

　平成20年度　事業計画認可

　平成21年度　権利変換計画認可・着工

　平成27年度　竣工

<施設概要>

(大宮北部まちづくり事務所)

２F 住宅・駐車場 ２F 店舗
１Ｆ 駐車場・機械室 １F 店舗・駐輪場

B1 駐車場・機械室 Ｂ１ 機械室 Ｂ１～２ 駐車場・機械室

３～２２F 住宅

Ｂ－３棟 B－２棟 Ｂ－１棟

３～２８Ｆ 住宅

１～１０F

南区役所
ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
図書館
子育て支援ｾﾝﾀｰ
老人福祉ｾﾝﾀｰ
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要>

岩槻駅舎改修事業 25,000 　岩槻駅橋上化に向け、基本設計を行う。

(岩槻まちづくり事務所)

<内容>

・基本設計

<事業計画>

　平成21年度　基本設計

　平成22年度　実施設計

　平成23年度　橋上駅舎・自由通路工事着手

　平成26年度　供用開始

市施行土地区画整理事業

深作西部土地区画整理事 267,999 　深作西部地区の土地区画整理事業を推進する。

業

<事業計画>

所) ・事業認可　　昭和46年４月27日

<財源構成> ・事業期間　　昭和46年度～平成25年度

①基金繰入金　 100,000 ・施行面積　　72.09ha

②一般財源　　 167,999 ・進 捗 率  　99.4％

・総事業費　　約134億円

(大宮北部まちづくり事務

<市施行地区一覧表> 平成20年度末見込

面　積
 (ha)

進捗率
 (％)

72.09 99.4

9.68 34.2

14.67 40.5

76.72 10.1

55.88 29.4

8.26 71.9

79.30 90.1

67.13 94.7

11.58 55.2

29.86 5.2

425.17 49.5

江川

南平野

岩槻駅西口

指扇

市施行合計

各地区の進捗状況

東浦和第二

浦和東部第一特定

与野駅西口

地　区　名

深作西部

大宮駅西口第四

南与野駅西口
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要>

大宮駅西口第四土地区画 1,183,995 　大宮駅西口第四地区の土地区画整理事業を推進する。

整理事業

(大宮駅西口まちづくり事 <事業計画>

務所) ・事業認可　平成７年５月19日

<財源構成> ・事業期間　平成７年度～平成25年度

①基金繰入金　 500,000 ・施行面積　9.68ha

②一般財源　　 683,995 ・進 捗 率　34.2％

・総事業費　約191億円

南与野駅西口土地区画整 452,044

理事業

<事業計画>

<財源構成> ・事業認可　　平成７年８月８日

①基金繰入金　 300,000 ・事業期間　　平成７年度～平成25年度

②一般財源　　 152,044 ・施行面積　　14.67ha

・進 捗 率　　40.5％

・総事業費　　約107億円

東浦和第二土地区画整理 217,494

事業

<事業計画>

・事業認可　　平成10年12月15日

・事業期間　　平成10年度～平成27年度

・施行面積　　76.72ha

・進 捗 率　　10.1％

・総事業費　　約243億円

　南与野駅西口地区の土地区画整理事業を推進する。

(与野まちづくり事務所)

　東浦和第二地区の土地区画整理事業を推進する。

(東浦和まちづくり事務所)
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

浦和東部第一特定土地区 530,990 　浦和東部第一地区の土地区画整理事業を推進する。

画整理事業

<事業計画>

所) ・事業認可　　平成13年３月27日

<財源構成> ・事業期間　　平成12年度～平成31年度

①基金繰入金　 100,000 ・施行面積　　55.88ha

②一般財源　　 430,990 ・進 捗 率　　29.4％

・総事業費　　約218億円

与野駅西口土地区画整理 292,685 　与野駅西口地区の土地区画整理事業を推進する。

事業

<事業計画>

<財源構成> ・事業認可　　昭和44年３月25日

・事業期間　　昭和43年度～平成22年度

②国庫支出金　 60,500 ・施行面積　　8.26ha

③財産収入　　 658 ・進 捗 率　　71.9％

④基金繰入金　 200,000 ・総事業費　　約137億円

⑤一般財源　　 31,526

江川土地区画整理事業 708,939 　江川地区の土地区画整理事業を推進する。

(岩槻まちづくり事務所)

<財源構成> <事業計画>

①基金繰入金　 200,000 ・事業認可　　昭和63年７月22日

②一般財源　　 508,939 ・事業期間　　昭和63年度～平成24年度

・施行面積　　79.30ha

・進 捗 率　　90.1％

・総事業費　　約176億円

(浦和東部まちづくり事務

(与野まちづくり事務所)

①使用料及び手数料    1　
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

144,997 　南平野地区の土地区画整理事業を推進する。

(岩槻まちづくり事務所)

<事業計画>

・事業認可　　昭和63年７月22日

・事業期間　　昭和63年度～平成23年度(予定)

・施行面積　　67.13ha

・進 捗 率　　94.7％

・総事業費　　約97億円

岩槻駅西口土地区画整理 431,011 　岩槻駅西口地区の土地区画整理事業を推進する。

事業

(岩槻まちづくり事務所) <事業計画>

<財源構成> ・事業認可　　平成９年４月１日

1 ・事業期間　　平成９年度～平成30年度(予定)

②国庫支出金　 145,000 ・施行面積　　11.58ha

③市債 27,500 ・進 捗 率　　55.2％

④一般財源　　 258,510 ・総事業費　　約103億円

指扇土地区画整理事業 131,993 　指扇地区の土地区画整理事業を推進する。

<事業計画>

・事業認可　　平成17年10月11日

・事業期間　　平成17年度～平成31年度

・施行面積　　29.86ha

・進 捗 率　　5.2％

・総事業費　　約92億円

南平野土地区画整理事業

(指扇まちづくり事務所)

①使用料及び手数料
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

都市再生機構施行土地区

画整理事業

大宮西部特定土地区画整 590,000 　西区の新たな拠点の形成を目指し、西区役所周辺において施行

理事業 されている土地区画整理事業(都市再生機構施行)の支援等を行

(指扇まちづくり事務所） う。

<財源構成>

①国庫支出金　 100,300 <内容>

②一般財源　　 489,700 ・都市再生土地区画整理事業補助金

浦和東部・岩槻南部地域 2,351,644 　浦和美園駅及び埼玉スタジアム２００２周辺における土地区画

整備推進事業 整理事業(都市再生機構施行)の支援等を行う。

(浦和東部まちづくり事務

所) <内容>

<財源構成> ・浦和東部第二地区への補助

①使用料及び手数料　  4 ・新和西地区への補助

②国庫支出金 1,195,000 ・埋蔵文化財発掘調査業務等

③市債 1,049,000

④一般財源 107,640

<都市再生機構施行地区一覧表> 平成20年度末見込

面　積
 (ha)

進捗率
 (％)

115.51 44.0

183.21 47.7

73.84 37.8

372.56 45.6

地　区　名

都市再生機構施行合計

大宮西部

浦和東部第二特定

岩槻南部新和西特定
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要>

浦和駅周辺鉄道高架推進 2,290,873 　浦和駅周辺の鉄道高架化事業を推進する。

事業

(鉄道高架整備課) <内容>

<財源構成> ・鉄道高架化事業負担金

①国庫支出金 750,000 ・東北客貨線旅客ホーム新設負担金

②市債 1,136,300

③一般財源 404,573 <事業進捗・計画>

　平成19年１月14日　京浜東北線(上り)高架切替

　平成20年５月18日　京浜東北線(下り)高架切替

　平成21年度　　　　宇都宮線・高崎線(上り)高架切替

　平成22年度　　　　宇都宮線・高崎線(下り)高架切替

　平成24年度　　　　東北客貨線ホーム　供用開始

　　　　　　　　　　田島大牧線　整備完了

<重要>

浦和駅西口南高砂地区市 859,078 　浦和駅西口南高砂地区市街地再開発事業を推進する。

街地再開発事業

<事業計画>

務所) 　平成19年度　都市計画決定、土地建物調査、基本設計

<財源構成> 　平成20年度　土地建物調査

①国庫支出金 261,600 　平成21年度　組合設立・実施設計、権利変換

②基金繰入金 300,000 　平成22年度　施設建築物等着工

③市債 9,300 　平成25年度　事業完了

④一般財源 288,178

(浦和駅周辺まちづくり事
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要>

大宮駅周辺地域戦略ビ 25,344 　大宮駅周辺を政令指定都市にふさわしい都心地区として再構築

ジョン推進事業 するため、大宮駅周辺地域戦略ビジョンを策定する。

(大宮駅東口まちづくり事

務所) <検討事項>

<財源構成> ・都心地区に必要な都市機能導入の検討

①国庫支出金 2,975 ・まちづくりにおける環境共生及び都市空間整備に係るＩＴ技術

②一般財源　　 22,369 　導入の検討

・総合的なエリアマネジメントの検討

<事業計画>

　平成19年度　課題の集約

　平成20年度　中間報告

　平成21年度　構想策定

<重要>

大宮駅東口都市再生プラ 83,461 　大宮駅東口都市再生プランに基づき都市機能の整備を図る。

ン推進事業 <内容>

①氷川緑道西通線

務所) ・不動産鑑定、物件調査等

②東口駅前広場

・物件調査

③東口駅前南地区

・大宮駅東口駅前南地区共同化支援

④大門町２丁目中地区

・大門町２丁目中地区まちづくり支援

⑤氷川参道整備事業

・ワークショップ等運営

(大宮駅東口まちづくり事
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<安心>

大宮駅西口駅前広場改修 150,000 　大宮駅西口駅前広場(デッキ部含む)の改修(バリアフリー化)を

事業 行う。

(道路環境課)

<財源構成> <事業計画>

①市債 135,000 　平成20年度　詳細設計

②一般財源 15,000 　平成21年度　工事

<事業概要>

・横断歩道の新設(２か所)

・エレベーターの新設(１基)

・視覚障害者誘導用ブロックの延伸

<安心> (再掲 P.89)

橋りょうの整備、保全 1,006,341 　河川改修等に伴う橋りょうの架け替え整備、緊急輸送道路にか

(道路環境課) かる橋りょう等の耐震補強、老朽化した橋りょうの長寿命化対策

<財源構成> を行う。

①国庫支出金 48,000

②県支出金 99,000 <内容>

③市債 338,900 ①橋りょう架け替え整備

④一般財源 520,441 ・測量、設計等(中野橋、念仏橋、学校橋　ほか)

・架替工事(畷橋、学校橋、稲荷岸橋)

②橋りょう耐震補強

・耐震補強設計(上戸井橋、下内野橋)

・耐震補強工事(砂本郷跨線橋、新大道橋)

③橋りょう長寿命化修繕(橋りょうアセットマネジメント)

・長寿命化修繕計画の策定

・設計(羽根倉橋、歩道橋)

・修繕工事(盆栽陸橋、大橋、内谷橋、歩道橋、秋ヶ瀬橋)
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要>

暮らしの道路整備事業及 2,407,900 　沿線住民の要望に基づき、市民生活に身近な生活道路の整備を

びスマイルロード整備事 行う。

業

(道路環境課) <内容>

<財源構成> ・スマイルロード整備事業

①市債 36,900 　幅員４ｍ以上の生活道路について、舗装の新設、側溝の蓋かけ

②一般財源 2,371,000 　等の整備を行う。

・暮らしの道路整備事業

　幅員４ｍ未満の生活道路について、拡幅部分用地の無償寄附を

　受けて整備を行う。

広域幹線道路・市内幹線 12,522,616 　慢性的な交通渋滞の解消、環境負荷の低減等を図るため、広域

道路の整備 幹線道路及び市内幹線道路網の整備を行う。

(道路計画課)

<財源構成>

①分担金及び負担金

6,550

②国庫支出金 2,926,800

③県支出金 90,000

④財産収入 175,000

⑤市債 6,380,300

⑥一般財源 2,943,966

平成21年度　道路・街路事業

区分 事業名 事業内容

道路新設改良事業

合併支援道路整備事業

国直轄道路事業負担金 直轄国道(16、17、298号)の維持・整備費負担金

街路整備事業

街路改良事業

合併支援街路整備事業

街路(都市計画道路)の整備
　田島大牧線
　道場三室線
　与野中央通り線
　三橋中央通線
　産業道路　など

国道・県道・市道(街路以外)の整備
　国道122号蓮田岩槻バイパス
　国道463号越谷浦和バイパス
　県道さいたま鴻巣線バイパス道路

街路
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（５）産業の活力を高め、躍動する都市づくりを進める
［産業・経済］

（単位：千円）

予 算 額

<拡大><重要>

中小企業資金融資事業 10,006,124 　中小企業者の経営の安定を図るため、低利の事業資金融資のあ

(産業展開推進課)

<財源構成> <内容>

①諸収入 10,006,124 ・中小企業融資の預託金を49億円増額する。

<重要> (再掲 P.96)

コムナーレ賑わい創出事 22,937 　市民との協働のもと、複合公共施設コムナーレ及び浦和駅東口

業 駅前広場でのイベントを実施し、賑わいを創出する。

(コムナーレ事業統括監)

<事業概要>

・周年イベントの開催　

・毎月イベントの開催

<重要>
産業振興ビジョンの推進 17,000 　改訂を行った産業振興ビジョンに基づき、新たな先導プロジェ

(経済政策課) クトに掲げる各種事業を推進する。

<内容>

・さいたま市ブランド構築戦略提案型モデル事業

・商店街個店バリューアップ事業

・取引支援のための｢ものづくり企業データブック」の作成

・地域技術人材育成事業

・さいたま市けんてーウェブサイトの運営

早期起業家教育事業 4,809   小・中学生を対象に本市の立地特性や地域資源を活かした起業

(経済政策課) 体験教育を実施し、起業家精神を備えた人材を育成する。

摘　　　　　　　　　要事　業　名

っせん等を行う。
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

中小企業支援事業 542,331 　創業者の育成、中小企業への支援及び勤労者福祉事業を展開

(経済政策課) する(財)さいたま市産業創造財団への運営補助を行う。

(産業展開推進課)

<財源構成> <内容>

①国庫支出金 7,300 ・(財)さいたま市産業創造財団の運営

②諸収入 208,817 　　①専門家派遣、窓口相談等のコンサルティング業務

③一般財源  326,214 　　②セミナー、講演会等によるビジネスノウハウや経済情勢の

　　　情報提供

　　③創業者育成施設「案産館」の運営

　　④「ニュービジネス大賞」によるビジネスプランの事業化支

　　　援

　　⑤産学連携コーディネート業務

　　⑥市制度融資の相談、受付及び調査

　　⑦勤労者福祉サービスセンターの運営

・産学官共同研究開発事業への貸付

<重要>

戦略的企業誘致の推進 215,393 　財政基盤の強化、雇用機会の創出及び地域経済の活性化を図る

(産業展開推進課) ため企業誘致活動を推進する。

<財源構成>

①諸収入　　　 17 <立地実績>

②一般財源　　 215,376 ・第Ⅰ期企業立地件数　38社(平成17～19年度）

・第Ⅱ期企業立地件数　13社(平成20年度～）

<債務負担行為>産業立地促進補助金

<債務負担行為>

社　　名 補助期間 平成21年度
交付予定額 総交付予定額

クラリオン 平成19～25年度 28,500 200,000

ベルニクス 平成19～25年度 2,300 16,300

カルソニックカンセイ 平成20～26年度 137,800 965,000

八木アンテナ 平成20～26年度 14,500 101,800

計 183,100 1,283,100
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要>

さいたま市テクニカルブ 25,570 　独創性、革新性に優れた技術を持つ市内研究開発型企業を「さ

ランド企業認証事業 いたま市テクニカルブランド企業」として認証し、認証企業の

(産業展開推進課) ＰＲ、更なる競争力向上のための支援を実施する。

<支援内容>

・経済専門誌への掲載や国際展示会への出展等によるＰＲ

・(財)さいたま市産業創造財団による支援業務

<平成20年度実績>

・認証企業数：13社

<重要>

企業活動の国際化推進事 12,000 　埼玉国際ビジネスサポートセンターを核として、外国・外資系

業 企業の立地誘導及び市内企業の海外取引支援を行う。

(産業展開推進課)

<立地実績>

・第Ⅰ期企業立地件数　9社(平成17～19年度）

・第Ⅱ期企業立地件数　1社(平成20年度～）

(仮称)キャリアサポート 22,598 　就職相談から就職活動支援まで一貫した就労支援施策を提供す

事業 る(仮称)キャリアサポート事業を実施する。

(労働政策課)

<事業概要>

・設置場所　北浦和インフォメーションセンター内

　(浦和区北浦和３丁目３－１)
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

伝統産業活性化事業 3,960 　伝統産業の活性化を支援する。

(商工振興課)

<支援内容>

・伝統産業ガイドブックの作成

・商工見本市、咲いたまつりでのＰＲ

<平成20年度実績>

・伝統産業指定　　岩槻の人形、大宮の盆栽、浦和のうなぎ

・伝統産業事業所指定　97事業所

商工見本市の開催 24,000 　商工業者の振興を図るため、見本市を開催する。

(商工振興課)

<事業概要>

・開催日　　平成21年11月６日(金)～８日(日)

・場　所　　さいたまスーパーアリーナ

・内　容　　商工業者による展示会

　　　　　　講演会、セミナーの開催

　　　　　　最先端技術紹介イベントの開催

<平成20年度実績>

・出展者　　177団体

・入場者数　約32,000人
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

駅前にぎわい推進事業 13,000 　駅周辺の商店街等が共同で実施するイベント事業に対して補助

(商工振興課) を行う。

<内容>　

・駅前にぎわい創出事業補助金

・対象　平成21年度新規事業１件　継続事業３件

・限度額　新規　1,000万円　

　　　　　継続　　100万円

<実績>

・平成18年度　イルミス大宮

・平成19年度　浦和サッカーツリーフェスタ

・平成20年度　浦和駅東口ファンタジーイルミネーション

都市農業の充実(担い手育 19,592 　農業振興ビジョンに基づき、都市農業を推進する。

成事業)

(農業政策課) <内容>

<財源構成> ・アグリ・カルチャー・ビジネススクールの開催

①諸収入　　　 500 ・担い手農家への支援

②一般財源　　 19,092 　　認定農業者の経営支援及び農業後継者の育成確保

・市民との協働による検討会の開催

指扇北土地改良事業 4,735 　指扇北土地改良区の整備を推進する。

(農業環境整備課)

<事業概要>　　

・事業主体　　指扇北土地改良区

・事業期間　　平成17年度～平成21年度

・受益面積　　18.9ha
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（６）安全を確保し、市民生活を支える
［安全・生活基盤］

（単位：千円）

予 算 額

<新><重要><安心>

災害用マンホール型トイ 31,550 　避難場所に災害用マンホール型トイレを設置する。

レ整備事業

(防災課) <事業概要>

<財源構成> ・学校等避難場所及び公園等の一時避難場所　250施設

①市債 22,500 ・１避難場所当たり６基を設置(３日間対応可能)

②一般財源 9,050

<事業計画>

　平成21年度　モデル事業(各区１避難場所　計60基)

　平成22年度以降　各区２避難場所(計120基)

<新><重要><安心>

地域防災リーダー養成事 3,196 　地域防災リーダーを養成し、地域の防災力を強化するため、防

業 災士取得に係る研修講座を開催する。

(防災課)

<事業計画>

・防災士養成研修講座の開催(３日間)　受講者50名

・平成25年度目標　防災士取得者500名

・(仮称)防災コーディネーター派遣事業(平成22年度～)

　　防災士取得者を防災コーディネーターとして登録を行い、自

　主防災組織等の講演や訓練に派遣する。

摘　　　　　　　　　要事　業　名
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<新><重要><安心> (再掲 P.29)

新型インフルエンザ対策 686,240 　新型インフルエンザの流行による健康被害から市民を守り、安

事業 全を確保するため、医薬品、資器材の備蓄等を行う。

(健康増進課)

(地域保健課) <内容>

(保健科学課) ・新型インフルエンザ対策会議

(安心安全課) ・図上訓練及び業務継続計画の基礎調査

(救急課) ・市民用抗インフルエンザウイルス薬の備蓄

<財源構成> ・資器材の備蓄

①国庫支出金 4,000 ・感染症情報の収集・分析

②一般財源 682,240

<新><重要><安心>

食品安全強化プロジェク 3,000 　食の安全を確保するため、食品汚染が発生した際の検査を迅速

ト に行えるよう、検査試薬等の整備を行う。

(生活科学課)

<内容>

・農薬等の分析用標準品及び検査試薬等の購入 

<新><安心>

宅地耐震化推進事業(大規 10,034 　大地震時における大規模盛土造成地の滑動崩落を防止するため

模盛土造成地の変動予測) 大規模盛土造成地の変動予測に関する調査を行う。

(開発調整課)

<財源構成> <調査スケジュール>

①国庫支出金 3,000 　平成21年度　北区、見沼区、南区、緑区

②一般財源　　 7,034 　平成22年度　西区、桜区、岩槻区

　平成23年度　大宮区、中央区、浦和区
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<拡大><重要><安心>

防災行政無線整備事業 333,655 　災害時の避難勧告等の情報体制を強化するため、防災行政無線

(防災課) (同報系)のデジタル化再構築を行う。

<財源構成>

①市債 268,200 <内容>

②一般財源 65,455 　防災行政無線(同報系)デジタル化再構築整備

　既存防災行政無線維持管理

<継続費>

<事業計画>

　平成18年度　基本設計

　平成19年度　実地調査

　平成20年度　実施設計

　平成21～24年度　デジタル化再構築整備・順次運用開始

　平成24年度　市域全域における運用開始

<施設概要>

　屋外拡声子局　更新及び新設(子局総数：約570基)

　

事業名 年度

21 301,100 13.7%

22 631,400 28.6%

23 624,400 28.4%

24 644,400 29.3%

合計 2,201,300 100.0%

防災行政無線(同報
系)デジタル化再構
築整備事業

年割額
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<拡大><安心>

避難場所夜間運営訓練の 13,258 　大規模災害における避難場所の運営体制の強化を目的に、夜間

実施 運営訓練を実施する。

(防災課)

<事業概要>

　平成21年度　全区において実施(各区２か所)

<平成20年度実績>

<拡大><子育て><安心>（再掲 P.32)

子ども急患電話相談事業 17,010 　子どもの急病などに対し、適切なアドバイスを行い、保護者の

(健康増進課) 不安解消を図るため、電話相談事業を実施する。

<事業概要>

・相談受付時間

　月～金　　　　　　　　　　17時～翌日９時

　日・土・祝日及び年末年始　９時～翌日９時

区 名 会 場 開 催 日 参 加 者

西 区 植水小学校 ９月27日(土)～28日(日) 76名
（うち宿泊者56名）

北 区 大砂土小学校 ９月19日(金)～20日(土) 56名
(台風のため宿泊訓練は中止)

大宮区 第二東中学校 ８月29日(金)～30日(土) 56名
（うち宿泊者21名）

見沼区 見沼小学校 ８月30日(土)～31日(日) 71名
（うち宿泊者55名）

中央区 上落合小学校 ９月６日(土)～７日(日) 150名
（うち宿泊者60名）

桜 区 大久保小学校 ８月30日(土)～31日(日) 120名
（うち宿泊者46名）

浦和区 常盤小学校 ８月30日(土)～31日(日) 78名
（うち宿泊者61名）

南 区 善前小学校 ８月23日(土)～24日(日) 165名
（うち宿泊者76名）

緑 区 中尾小学校 ８月22日(金)～23日(土) 74名
（うち宿泊者30名）

岩槻区 岩槻商業高校 ８月30日(土)～31日(日) 115名
（うち宿泊者66名）

961名
（うち宿泊者471名）

約96名
（うち宿泊者約52名）

合　　　　　計

１０　区　平　均
※宿泊訓練は９区平均
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要><安心>（再掲 P.39)

ＡＥＤ民間施設普及促進 10,950 　民間児童施設等のＡＥＤ整備を促進するため補助を行う。

事業

(健康増進課) <制度概要>

・対象施設　　児童福祉施設、老人福祉施設等

・補 助 率　　購入費用の１／２(上限15万円)

・期　　間　　平成20～21年度の２か年

・さいたま市ＡＥＤ設置台数　662台(20年度末見込)

<拡大><重要><安心> 　

さいたま市既存建築物耐 188,836 　市内における建築物の耐震診断、改修を行う所有者に対し、助

震補強等助成事業 成を行う。

(建築総務課)

<財源構成> <内容>

①国庫支出金 89,603

②一般財源 99,233
木造住宅 耐震診断員

派遣 -

非木造住宅 実際に
要した費用 65千円

マンション
一次診断 診断費の2/3 200千円

マンション
ニ次・三次診断 診断費の2/3 1戸あたり

50千円
マンション耐震
性調査補助 調査費の2/3 200千円

特定建築物 診断費の2/3 3,000千円

その他 診断費の2/3 400千円

木造・非木造
住宅

設計費の2/3
補強費用の
15.2％又は23％

600千円

マンション
設計費の2/3
補強費用の
15.2％又は23％

1戸あたり
300千円

特定建築物
設計費の2/3
補強費用の
15.2％

13,000千円
40,000千円

その他 設計費の2/3
補強費用の5.2％ 1,600千円

耐
震
診
断

耐
震
改
修

助成率 限度額内容 種別
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<拡大><重要><子育て><安心> 　

公共施設耐震化事業 4,861,126 　耐震性の確保が必要とされる市有建築物について診断、設計、

(保全管理課) 改修を実施する。

(関係各課)

<財源構成>

①国庫支出金 1,804,498

②諸収入 10,481

③市債 1,576,100

④一般財源 1,470,047

　※　小・中・高等学校の耐震化事業は、P51に重複掲載

<耐震化スケジュール>

・耐震化完了目標年次　平成27年度

<平成21年度予定棟数>(水道・下水道事業会計除く)
内容 棟数
診断 43
設計 57
工事 24
診断 24
設計 14
工事 16
設計 4
工事 6
診断 7
診断 1
診断 1
診断 10
工事 10
診断 2

診断 1
工事 2
設計 1
設計 6
工事 6

コミュニティセンター 工事 1
診断 89
設計 82
工事 65

公民館

合　　　　　計

放課後児童クラブ
知的障害児通園施設
障害福祉サービス事業所
保健センター

老人憩いの家・老人福祉センター

児童センター
母子生活支援施設

保育園

建築物

学校

小学校

中学校

高等学校
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<拡大><子育て><安心>（再掲 P.52)

学校防犯体制整備事業 181,000 　不審者による犯罪から子どもを守るため、小学校及び特別支援

(健康教育課) 学校に警備員を配置する。

<拡大><子育て><安心>（再掲 P.60)

学校安全ネットワーク事 6,560 　小学校区に学校安全ネットワーク協議会を設置し、地域の防犯

業 活動を活性化させるとともに、情報の共有化を図る。

(健康教育課)

<財源構成> <内容>

①国庫支出金 1,434 ・防犯ボランティアリーダーによる巡回指導

②一般財源 5,126 ・学校安全ネットワーク構築のための助言

・防犯ボランティアの養成

<重要><安心>

自主防災組織の育成・支 128,090 　地域の防災力の向上を図るため、自主防災組織の育成・支援を

援 行う。

(防災課)

<内容>

　自主防災組織の運営経費、訓練経費等に対する補助金

<参考>

　701組織　組織率83.2％(平成20年12月現在)

<安心>

八都県市合同防災訓練等 49,597 　八都県市合同防災訓練(さいたま市会場)及び各区防災訓練を

の実施 実施する。

(防災課)

<事業概要>

さいたま市総合防災訓練(予定)

・期　日　平成21年８月30日(日)

・会　場　さいたま新都心８－１Ａ街区

・想　定　さいたま市直下地震(マグニチュード6.9、震度６強）

・参加者　約2,500人

・参加機関　約60機関・団体
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<安心>

防災情報等の提供 30,790 　市民生活の安心安全を確保するため、防犯・防災情報を提供す

(安心安全課) るとともに、災害時における情報提供ホームページの運営を行う。

(防災課)

①防災・気象情報ホームページの運営

　URL　http://bousai.city.saitama.jp/

　・気象情報(気象状況、注意報、警報等)、地震情報等

　・さいたま市の防災対策の取組

②防犯・防災情報の携帯メール配信(あんしんメール)　　  

　・防犯情報､気象情報､地震情報等を携帯電話等にメールで配信

③災害時情報提供ホームページの運営

　・大規模災害時における被害状況や避難情報等を提供

<安心>

災害用備蓄事業 44,373 　大規模災害に備え、災害用備蓄の充実を図る。

(防災課)

<主要備蓄品備蓄状況>

備蓄品名 平成21年度
購入予定数

アルファ米 115,000食

毛布 1,800枚

ガソリン缶 600缶

粉ミルク 490缶

救急箱 15個
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要><安心>

被害想定調査の実施 15,000 　大規模地震や風水害における被害想定調査を実施し、さいたま

(防災課) 市地域防災計画に反映するとともに、予防対策を推進する。

<事業概要>

　地震(東京湾北部、さいたま市直下)、風水害による被害想定

<重要><安心>

防犯対策事業 16,200 　市民との協働により安心・安全な地域社会を実現する。

(交通防犯課)

<内容>

・地域防犯活動助成金

　　自主防犯活動事業

　　青色防犯パトロール車導入事業

・青色防犯パトロール車の拡充(電気自動車１区１台)

<重要><安心> (再掲 P.23)

交通安全施設設置及び維 309,000 　交通事故防止を図るため、道路照明灯、反射鏡等を設置すると

持管理事業 ともに、地球環境に配慮し、ＬＥＤ照明灯を設置する。

(交通防犯課)

<平成21年度設置予定数>

・道路照明灯　1,400基(うち、ＬＥＤ照明灯500基)

・道路反射鏡　　400基

実績
平成18年度 平成19年度 平成20年度見込み

団体数 377団体 423団体 444団体

助成総額 10,274,400円 11,456,000円 12,212,000円

単位：基

平成19年度末 平成20年度
設置見込み

平成21年度
設置見込み

平成21年度末
見込み

道路照明灯 79,876 1,400 1,400 82,676
道路反射鏡 14,534 450 400 15,384
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<安心>

消費生活相談の充実 14,382 　消費生活の安定と向上を図るため、相談体制の拡充及び啓発を

(消費生活総合センター) 強化する。

<財源構成>

①諸収入 107 <内容>

②一般財源 14,275 ・消費生活相談員の拡充(２名増員)

・多重債務相談会の開催(年３回)

<安心> (再掲 P.73)

橋りょうの整備、保全 1,006,341 　河川改修等に伴う橋りょうの架け替え整備、緊急輸送道路にか

(道路環境課) かる橋りょう等の耐震補強、老朽化した橋りょうの長寿命化対策

<財源構成> を行う。

①国庫支出金 48,000

②県支出金 99,000 <内容>

③市債 338,900 ①橋りょう架け替え整備

④一般財源 520,441 ・測量、設計等(中野橋、念仏橋、学校橋　ほか)

・架替工事(畷橋、学校橋、稲荷岸橋)

②橋りょう耐震補強

・耐震補強設計(上戸井橋、下内野橋)

・耐震補強工事(砂本郷跨線橋、新大道橋)

③橋りょう長寿命化修繕(橋りょうアセットマネジメント)

・長寿命化修繕計画の策定

・設計(羽根倉橋、歩道橋)

・修繕工事(盆栽陸橋、大橋、内谷橋、歩道橋、秋ヶ瀬橋)
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要><安心>

河川改修の推進 1,439,673 　治水安全度の向上を図り、浸水被害を軽減するため、河川等の

(河川課) 整備を行う。

<財源構成>

①国庫支出金 218,800 ・準用河川等の改修

②市債 845,400

③一般財源 375,473

・流域貯留浸透事業

　

市営春野団地建設事業 437,600 　市営春野団地を建設する。

(住宅課)

<財源構成> <継続費>

①国庫支出金 61,300

②市債 303,700

③一般財源 72,600

<施設概要>

・建 設 地  　見沼区春野２丁目1227－18

・敷地面積　　10,845.2㎡

・施設規模　　総戸数　178戸

事業名 年度

20 62,400 12.5%

21 437,600 87.5%

計 500,000 100.0%

年割額

市営春野団地第４期
工事建設事業

20年度末
見込

21年度末
見込

流域貯留浸透事業 H11～ 88,289 50.1% 53.0%

事業名 施行期間 計画貯留量
整備進捗率

20年度末
見込

21年度末
見込

東宮下雨水渠整備事業(雨水渠) 1,411ｍ 10.0% 60.0%

東宮下雨水渠整備事業(調節池) 21,000 用地買収
79.8％

用地買収
100.0％

準用河川新川改修事業 H3～H37 3,720ｍ 16.1% 18.5%

滝沼川堤外水路改修事業 H15～H23 800ｍ 39.0% 57.5%

準用河川滝沼川改修事業 S62～H25 3,260ｍ 31.5% 46.8%

事業名 施行期間
整備進捗率

H16～H24

計画延長
・貯留量
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要><安心>

住宅防火対策推進事業 6,151 　住宅用火災警報器の設置を推進する。

(消防総務課)

(予防課) <内容>

・住宅用火災警報器取付サポート制度

・広報啓発経費等

<重要><安心>

消防署・所の整備 23,735 　消防力の強化を図るため、大宮消防署下町出張所の移転整備及

(消防総務課) び消防署・所の適正配置の検討を行う。

(財務課)

<財源構成> <内容>

①市債 16,600 ・大宮消防署下町出張所の基本・実施設計等

②一般財源 7,135 ・消防署所適正配置調査業務

<事業計画>

　平成21年度　基本・実施設計

　平成22年度　建設工事

　平成23年度　建設工事

<施設概要>

・建 設 地　　県大宮合同庁舎臨時駐車場(大宮区吉敷町１丁目

　      　　　132－1)

　      　　  吉敷町市民花壇(大宮区吉敷町１丁目136-１）

・敷地面積　　1,501.3㎡　

・延床面積　　約700㎡
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<安心>

特殊車両の整備 570,425 　複雑多様化する災害に対応するため、消防機動力の確保に必要

(警防課) な消防車両等を整備する。

<財源構成>

①国庫支出金 203,218 <内容>

②市債 186,800 　更新車両台数17台

③一般財源 180,407 　・災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車(38ｍ級)　１台

　・小型水槽付消防ポンプ自動車　５台

　・高規格救急自動車　３台

　・救助工作車(Ⅱ型） １台　等
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<水　道　事　業　会　計>

<重要><安心>

水道施設整備事業 7,432,671 　安全な水道水を安定して供給するため、老朽水道管の更新等の

(水道局) 水道施設の整備を計画的に推進する。

<財源構成>

①国庫支出金 23,000 <内容>

②企業債 1,166,000 ・地下水源整備事業

③自己財源 6,243,671 ・拠点施設整備事業

・配水ブロック整備事業

・配水支管整備事業

・老朽管更新事業

・耐震化事業

鉛給水管解消事業 1,474,498 　水道メーターの接続部分等に一部使用されている鉛給水管の取

(水道局) 替修繕を行う。

<内容>

・宅地内メーター前後の鉛管布設替

・公道上分水栓分岐部分の鉛管布設替

有効率向上対策事業 168,478 　配水本管接合ボルトの交換修繕や漏水調査を実施し、漏水事故

(水道局) の防止と限りある水資源の有効活用を図る。

<内容>

・漏水調査委託

・ジョイント腐食箇所ボルト・ナット交換修繕
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<下　水　道　事　業　会　計>

<重要><安心><環境>

公共下水道の整備 16,363,112 　生活環境の改善や公共用水域の水質改善及び市街地の浸水被害

(下水道計画課) の軽減のため、公共下水道の整備を行う。

<財源構成>

①企業債 7,925,600 <内容>

②国庫補助金 4,634,000 ①下水道汚水事業

③負担金 762,502 　普及率90％(平成25年度)を目指し、公共下水道の未普及解消を

④一般会計出資金 推進する。

3,041,010 　平成21年度末普及率見込　86.3%(前年比＋1.3%)

②下水道浸水対策事業

　雨水幹線、雨水貯留管の整備を行う。

<継続費>

③下水道施設老朽化対策事業

　さいたま市下水道地震対策緊急整備計画に基づき、耐震化と合

わせた老朽化対策を行う。

④下水道合流改善事業

　法令に基づき、合流式下水道による公共用水域の水質汚濁を防

止する。

事業名 年度

21 350,000 11.3%

22 1,800,000 58.1%

23 950,000 30.6%

計 3,100,000 100.0%

日進櫛引雨水幹線整備
事業

年割額

事業名 年度

21 150,000 26.8%

22 410,000 73.2%

計 560,000 100.0%

年割額

加田屋落し雨水幹線整
備事業
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（７）理解を深め合い、多彩な交流を広げる
［交流・コミュニティ］

（単位：千円）

予 算 額

<新>

(仮称)世界公開大学シン 23,000 　国際都市の実現に向けて、「(仮称)世界公開大学シンポジウム

ポジウムの開催 inさいたま」を開催する。

(観光政策室）

<事業概要>

・開催期間

　平成21年11月14日(土)～16日(月)

市民のＩＴ活動の支援 5,000 　ＩＴの活用による地域活動の向上を推進するため、地域ＩＴ人

(情報政策課) 材を育成する。

<事業概要>

・地域ＩＴ人材の育成講座

・各区で１回３日間(予定)の講座を開催

摘　　　　　　　　　要事　業　名
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要>

国際化推進事業 23,955 　国際都市の実現に向けて、「国際さいたまシンポジウム」など

(国際課) 国際化推進事業を実施する。

<財源構成>

①諸収入 24 <事業概要>

②一般財源 23,931 第３回国際さいたまシンポジウム

・開催期間

　平成21年10月17日(土)～18日(日)

シティーズ・フォー・モビリティ年次総会

・開催期間

　平成21年６月14日(日)～17日(水)

・開催場所

　ドイツ・シュトゥットガルト市

5,409 　姉妹友好都市等と国際交流を推進する。

(国際課)

<事業概要>

・市民訪問団派遣事業

・姉妹都市からのスポーツ少年団受入

<重要> (再掲 P.75）

コムナーレ賑わい創出事 22,937 　市民との協働のもと、複合公共施設コムナーレ及び浦和駅東口

業 駅前広場でのイベントを実施し、賑わいを創出する。

(コムナーレ事業統括監)

<事業概要>

・周年イベントの開催

・毎月イベントの開催　　

姉妹・友好都市交流事業
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要>

市民提案型協働モデル事 15,000 　協働の理念を共有し、協働の場と機会を拡充するため、市民提

業 案による協働モデル事業を実施する。

(コミュニティ課)

<事業概要>

・実施数　５件

・限度額　3,000千円/１件

<参考>

・平成20年度委託事業

　①さいたま市10区・子育てマップ

　②脱フリーター・ニート講習

<重要>

市民活動団体等支援事業 3,522 　市民の自主的な活動の活性化を図るため、市民活動推進委員会

(コミュニティ課) を運営しシンポジウムを開催するとともに、ソーシャルキャピタ

ル向上施策を実施する。

<事業概要>

・市民活動推進委員会の運営

・シンポジウムの開催

・協働事業相談会の開催

・ソーシャルキャピタル向上施策の実施
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<重要> (再掲 P.41）

シルバーバンクの運営 18,779 　団塊の世代の活動を支援するため、シルバーバンクを運営する

(高齢福祉課)

<財源構成> <登録状況>

①諸収入 639

②一般財源 18,140

　開設場所：コムナーレ９階（シルバーバンク事務所）

129,921 　さいたま市民まつり「咲いたまつり」を開催する。

(観光政策室)

<内容>

・さいたま市民まつり事業補助金

<事業概要>

・開催期間

　平成21年10月10日(土)～11日(日)

・開催場所

　さいたまスーパーアリーナほか

さいたま市民まつり事業

。

種類 登録数
シニアパワー人材バンク 100人
シニアボランティアバンク 50団体
シニア指導者人材バンク 65人
企業等ＯＢ人材バンク 25人
　　　　　 　　　(平成20年度末見込み)
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（８）効果的で効率的な行財政運営を進める
［身近な行政運営と行政改革の推進］

（単位：千円）

予 算 額

<新>

庁舎整備基金積立金 506,000 　本庁舎又は区役所庁舎の整備に要する経費に充てるため、庁舎

(企画調整課) 整備基金に積立を行う。

<財源構成>

①財産収入 6,000

②一般財源 500,000

<新><重要>

債権回収対策事業 13,007 　高額困難事案を債権所管課から引継ぎ、集中的に滞納整理を行

(債権回収対策課) う。

<引継ぎ対象債権>

・市税(滞納金額：500万円以上)

・国民健康保険税(滞納金額：200万円以上)

・保育所保護者負担金(滞納金額：50万円以上)

・入学準備金奨学金貸付金(滞納金額：10万円以上)

・入院医療費(滞納金額：20万円以上)

<事業計画>

　平成20年２月　債権回収対策本部設立

　平成20年10月　債権回収対策課　設置

　平成21年度　　債権回収実施計画の策定

　平成24年３月　実施期間終了

<拡大>

エルタックスによる電子 30,418 　地方税ポータルシステム(エルタックス)により、インターネッ

申告事業 トを利用して地方税の手続きを電子的に行う。

(税制課) <対象税目等>

・法人市民税

・固定資産税(償却資産)

・個人住民税(給与支払報告書等）

・事業所税

・電子申請・届出

摘　　　　　　　　　要事　業　名

平成21年度
導入予定
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<新規>

谷田・東岩槻市民の窓口 9,356 　市民サービスの向上を図るため、谷田市民の窓口及び東岩槻

支所化 市民の窓口を支所とする。

(市民総務課) <内容>

・平成21年４月１日　支所として開設

・平成21年５月　　　施設レイアウト改修(東岩槻支所)

さいたまんが発行事業 17,640 　市の施策等を漫画によりわかりやすく紹介する「市報さいたま

(広報課) んが」を発行する。

<内容>

・主人公　「つなが竜ヌゥ」

　カラー刷り　４ページ　　　毎月発行

<重要>

情報システム最適化事業 3,180,057 　庁内コンピュータシステムの整備に向け、システムの再構築を

(基幹系システムオープン 行い、コストの縮減を図る。

化事業)

(情報政策課) <事業概要>

・住民記録系システム運用開始、税システムの一部運用開始

・国民健康保険、国民年金システムの開発等

<継続費>

<債務負担行為>

区分 事　項 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 計
税システムデータ移行事業 453,000 266,000 719,000
住記システム開発事業　 66,500 139,300 87,150 292,950
国保・年金システム開発事業 127,000 595,000 127,000 849,000

185,000137,000 48,000オープン化に伴う住民記録系
既存システム改修事業

既
存
分

区分 事　項 期　間 限度額
システム統合基盤機器賃借料 平成21～25年度 871,000
税システム機器賃借料 平成21～25年度 1,496,000
税システムパッケージ使用料 平成21～25年度 1,733,000
住記系システム機器賃借料 平成21～25年度 827,000
住記系システムパッケージ使用料 平成21～25年度 127,000
日本語印刷資源管理システム賃借料 平成21～25年度 195,000
改製原住民票作成システム賃借料 平成21～25年度 124,000
総合運用管理に伴う監視ﾂｰﾙ賃借料 平成21～25年度 160,000
ネットワーク(WAN機器整備)賃借料 平成21～25年度 1,530,000
国保・年金ｼｽﾃﾑ機器賃借料 平成22～26年度 797,000
選挙システム機器賃借料 平成22～26年度 105,000
基幹系端末機器賃借料 平成22～26年度 659,000

既

存

分

新
規
分
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

9,000 　ＩＴの活用により利便性の高い行政サービスを提供するため、

(情報政策課) 電子市役所の構築を推進する。

<事業概要>

・情報化アクション・プランの進行管理

・第三次情報化計画策定のための事前準備

<重要>

区まちづくり推進事業 1,412,105 　区民と協働して、個性を活かしたまちづくりを推進する。

(区政推進課)

<内容>

・まちづくり基本経費

　区民会議・コミュニティ会議等に要する経費

・まちづくり事業経費

　区民と協働して行う特色ある事業に要する経費

・区民満足度アップ経費

  道路、交通安全施設等の緊急修繕等に要する経費

電子市役所の構築
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重要政策事業一覧 （単位：千円）

（９）資料
（単位：千円）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

埼玉高速鉄道（地下鉄７号線）の延伸促進 政策局　地下鉄７号線延伸対
策課 27,000 30,000

地下鉄７号線の延伸促進を図るため、調査を行う。

情報システム最適化事業（基幹系システムオープン化事業） 政策局　情報政策課 1,828,616 3,180,057

庁内コンピュータシステムの整備に向け、システムの再構築を行い、コストの縮減を図る。

（仮称）サッカープラザ整備事業 政策局　スポーツ企画課 32,543 21,717

さいたま新都心第８－１Ａ街区に（仮称）サッカープラザの整備を行う。

国際化推進事業 政策局　国際課 51,046 23,955

国際都市の実現に向けて、国際さいたまシンポジウムなど国際化推進事業を実施する。

危機管理体制の充実事業 総務局　防災課 - 46,550

防災行政無線整備事業 総務局　防災課 56,438 333,655

災害時の避難勧告等の情報体制を強化するため、防災行政無線（同報系）のデジタル化再構築を行う。

自主防災組織育成事業 総務局　防災課 128,090 131,286

市民の自主的な防災活動を支援するため、自主防災組織への支援を行うとともに、防災士の養成を行う。

債権回収対策事業 財政局　債権回収対策課 - 13,007

市税などの５債権の高額困難事案を債権所管課から引継ぎ、集中的に滞納整理を行う。

コムナーレ賑わい創出事業 市民局　コムナーレ事業統
括監付 37,471 22,937

市民との協働のもと、コムナーレ及び市民広場を活用したイベントを開催し、市全体の賑わいを創出する。

交通安全施設設置及び維持管理事業 市民局　交通防犯課 232,000 309,000

交通事故や犯罪防止のため、道路照明灯、道路反射鏡等を設置するとともに、環境に配慮しＬＥＤ照明灯を設置する。

防犯対策事業 市民局　交通防犯課 48,302 38,768

犯罪を未然に防ぐため、市民の自主防犯活動の支援や職員による青色防犯パトロールを実施する。

市民活動団体等支援事業 市民局　コミュニティ課 5,625 3,522

市民の自主的な活動を活性化するため、シンポジウムの開催などを実施する。

市民提案型協働モデル事業 市民局　コミュニティ課 15,000 15,000

地域社会の発展につながる市民の先進的な発想を生かした事業を、市民と行政が協働で実施する。

区まちづくり推進事業 市民局　区政推進課 1,410,700 1,412,105

区民会議との連携を図り、区民との協働を進め各区の特性を生かした個性あるまちづくりを進める。

（仮称）岩槻人形会館整備事業 市民局　文化振興課 49,077 21,530

地域資源である人形文化を保存・伝承するとともに、内外に発信するため、（仮称）岩槻人形会館を整備する。

盆栽文化・活用事業 市民局　文化振興課 630,026 949,117

地域資源である盆栽文化を保存・伝承するとともに、内外に発信するための拠点施設を整備する。

各区の緊急医療体制の整備 保健福祉局　健康増進課 23,583 24,722

民間事業者へのＡＥＤ設置促進を行うなど、ＡＥＤの普及啓発を推進する。

新型インフルエンザ対策事業
総務局　安心安全課
保健福祉局　健康増進課
消防局　救急課

25,459 686,240

新型インフルエンザ対策として、抗インフルエンザウイルス薬や感染防護服の備蓄、図上訓練を行う。

食品安全強化プロジェクト 保健福祉局　生活科学課 - 3,000

食品関係の検査体制の強化のため、検査試薬を購入する。

シルバーバンク事業 保健福祉局　高齢福祉課 22,415 18,779

団塊の世代が有する豊富な知識・経験等を活用して地域社会の活性化を図るとともに、地域活動への参加を支援する。

避難場所機能の充実のため、災害用マンホール型トイレの設置を行うとともに、大規模災害を想定した被害想定調査
を実施する。
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重要政策事業一覧 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

介護保険関連施設等の整備促進 保健福祉局　高齢福祉課 1,314,240 767,750

特別養護老人ホームを整備する民間事業者に対し、その建設費の一部を助成する。

（仮称）春野地区障害児通園施設整備事業 保健福祉局　障害福祉課 - 16,959

市内在住の障害児が、適切な療育を身近な地域で受けられるよう、障害児通園施設を整備する。

発達障害者支援センター整備事業 保健福祉局　障害者総合支
援センター - 3,519

発達障害者(児)及びその家族が安心して地域で生活できるよう、専門的な相談や支援を行うセンターを設置する。

障害福祉サービス安定化事業 保健福祉局　障害福祉課 31,890 28,670

障害者自立支援法に基づく支援事業の利用促進及び施設運営の安定化を図るため、利用者負担軽減等を行う。

特定健診・特定保健指導事業 保健福祉局・国民健康保険課・保健総務課 876,639 648,774

４０歳から７４歳の国民健康保険加入者を対象に、生活習慣病予防のため特定健診及び特定保健指導を行う。

子育て支援医療費助成事業 保健福祉局　年金医療課 2,220,050 1,996,200

乳幼児の入・通院費及び児童の入院費を助成する。

（仮称）さいたま市子ども総合センター整備事業 保健福祉局　子育て企画課 - 8,164

子育て支援の充実を図るため、（仮称）子ども総合センターを整備する。

保育所の新設整備事業 保健福祉局　子育て企画
課・保育課 690,262 474,300

保育所待機児童解消のため、社会福祉法人による新設整備や民間保育所運営に対して支援を行う。

児童センター整備事業 保健福祉局　子育て企画課 - 16,000

公共施設配置適正化方針に基づき、児童センター及び老人福祉センターの複合施設を整備する。

地域子育て支援センター整備事業 保健福祉局　子育て企画
課・子育て支援課・保育課 278,239 304,060

交流の場の提供や育児相談など、子育て家庭に対する支援を進めるため、地域子育て支援センターの充実を図る。

放課後児童健全育成事業 保健福祉局　子育て支援課 1,360,783 1,457,091

放課後子ども教室推進事業 保健福祉局　子育て支援課 23,387 23,387

子どもと地域住民の交流を通じて児童の健全育成を図るため、放課後こども教室を実施する。

児童虐待防止対策事業
保健福祉局　子育て支援
課・児童相談所・地域保健
課

79,342 81,405

子どもの安心安全を守るため、啓発活動や相談・早期発見・早期対応などの支援策を実施する。

子育てヘルパー派遣事業 保健福祉局　子育て支援課 849 849

保護者の体調不良や育児不安を抱える家庭などに、家事・育児ヘルパーを派遣する。

ハロー・エンゼル訪問事業 保健福祉局　子育て支援課 20,579 23,913

乳児（生後４か月まで）の健全な育成を支援するため、家庭を訪問し、子育ての情報提供や相談などを行う。

ナーサリールーム事業 保健福祉局　保育課 604,601 1,168,138

保育所待機児童の解消と保育の充実を図るため、認可外保育施設に助成を行う。

病児保育事業 保健福祉局　保育課 35,960 34,755

医療機関の保育室で、病気中又は病気回復期の児童の一時保育を行う。

私立幼稚園における預かり保育の実施 保健福祉局　保育課 91,590 91,590

保育所待機児童の解消に寄与するため、私立幼稚園での預かり保育事業に対して支援を行う。

事業所内保育施設推進事業 保健福祉局　保育課 17,418 18,684

保育所待機児童の解消及び子育てと就労の両立支援のため、事業所内の保育施設整備及び運営に対し支援を行う。

妊婦健診公費負担の拡大 保健福祉局　保健総務課 384,036 919,993

妊婦の健康管理の充実と費用負担の軽減を図るため、妊婦健康診査の公費負担を拡大する。

待機児童の解消及び保育環境の改善を図るため、放課後児童クラブを整備するとともに、運営費等を助成し、利用者
負担の軽減を図る。
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重要政策事業一覧 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

地球温暖化防止対策事業 環境局　環境総務課 11,803 297,872

地球温暖化対策地域推進計画に基づき、太陽光発電・ＬＥＤ照明等の積極的な導入を図る。

交通環境対策事業 環境局　環境対策課 42,239 41,359

自動車排出ガスの抑制を図るため、電気自動車など公用車への低公害車の導入を推進する。

廃棄物処理施設の整備 環境局　新クリーンセン
ター建設準備室 59,078 517,841

老朽化した焼却施設の代替施設として、リサイクル施設を併設した新規施設を桜区新開地区に整備する。

産業振興ビジョン推進事業 経済局　経済政策課 5,954 17,000

改訂を行った産業振興ビジョンに基づき、新たな先導プロジェクトに掲げる各種事業を推進する。

戦略的企業誘致の推進 経済局　産業展開推進課 219,172 215,393

財政基盤の強化、雇用機会の創出及び地域経済の活性化を図るため企業誘致活動を推進する。

企業活動の国際化推進事業 経済局　産業展開推進課 13,000 12,000

埼玉国際ビジネスサポートセンターを核として、外国・外資企業の立地誘導及び市内企業の海外取引支援を行う。

さいたま市テクニカルブランド企業認証事業 経済局　産業展開推進課 12,679 25,570

中小企業資金融資事業 経済局　産業展開推進課 5,117,000 10,006,124

中小企業者の経営の安定を図るため、低利の事業資金融資のあっせん等を行う。

交通バリアフリーの推進 都市局　交通企画課 73,113 34,162

市内鉄道施設のバリアフリー化（エレベーター設置）を推進する。

緑の核づくり公園整備事業 都市局　都市公園課 822,641 730,366

街区公園等を市内に整備し、市民に憩いの場を提供する。

駒場運動公園改修事業 都市局　都市公園課 - 18,000

駒場運動公園（競技場）の老朽化に伴う改修工事を行うため、実施設計等を行う。

指扇駅周辺まちづくり推進事業 都市局　指扇まちづくり事
務所 13,041 52,900

指扇駅周辺の利便性向上のため、駅舎の橋上化による北口開設及びアクセス道路の整備を推進する。

日進駅周辺まちづくり推進事業 都市局　大宮北部まちづく
り事務所 1,679,749 727,576

日進駅周辺の利便性向上のため、、駅舎の橋上化及び自由通路の整備により北口を開設する。

武蔵浦和駅周辺地区市街地再開発事業（第１街区） 都市局　浦和西部まちづく
り事務所 250,000 3,633,000

武蔵浦和駅西口地区における市街地再開発事業に対する支援を行う。

岩槻駅舎改修事業 都市局　岩槻まちづくり事
務所 25,800 25,000

岩槻駅周辺の利便性向上のため、駅施設のバリアフリー化を含め、駅舎の橋上化を推進する。

浦和駅周辺鉄道高架化事業 都市局　鉄道高架整備課 2,959,341 2,338,136

浦和駅周辺の鉄道高架化事業を推進する。

浦和駅西口南高砂地区市街地再開発事業 都市局　浦和駅周辺まちづ
くり事務所 34,400 859,078

浦和駅西口南高砂地区市街地再開発事業を推進する。

大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業 都市局　大宮駅東口まちづ
くり事務所 19,124 25,344

大宮駅周辺を政令指定都市にふさわしい都心地区として再構築するため、地域戦略ビジョンを策定する。

大宮駅東口周辺事業 都市局　大宮駅東口まちづ
くり事務所 66,525 83,461

大宮駅周辺を政令指定都市にふさわしい 都心地区として構築するため、各種事業を実施する。

大宮駅西口第四土地区画整理事業 都市局　大宮駅西口まちづ
くり事務所 653,541 1,028,163

大宮駅周辺を政令指定都市にふさわしい都心地区として構築するため、土地区画整理事業を推進する。

独創性、革新性に優れた技術を持つ研究開発型企業を「さいたま市テクニカルブランド企業」として認証し、
認証企業のＰＲ、さらなる競争力向上のため支援する。
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重要政策事業一覧 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

暮らしの道路整備事業及びスマイルロード整備事業 建設局　道路環境課 2,048,300 2,407,900

市民生活に身近な生活道路の整備を行う。

東宮下雨水渠整備事業 建設局　河川課 513,602 323,206

治水機能を向上し、流域の浸水被害を軽減するため、雨水渠の築造及び調節池の整備を行う。

さいたま市既存建築物耐震補強等助成事業 建設局　建築総務課 26,927 188,836

災害に強いまちづくりを推進するため、耐震診断員を派遣するとともに、耐震診断及び補強費用の一部を助成する。

市有建築物安全安心診断事業・公共施設耐震化事業 建設局　保全管理課
関係各課 3,043,153 5,060,718

市有建築物の安全利用を確保するため、基本情報等を一元管理するとともに、耐震診断及び補強を推進する。

　市有建築物安全安心診断事業  建設局　保全管理課 91,372 74,292

　公共施設耐震化事業（東大宮コミュニティセンター）  市民局　コミュニティ課 - 175,400

　公共施設耐震化事業（浦和区保健センター）  保健福祉局　保健総務課 - 18,340

　公共施設耐震化事業（老人福祉施設）  保健福祉局　高齢福祉課 - 18,040

　公共施設耐震化事業（障害福祉施設）  保健福祉局　障害福祉課 - 14,100

　公共施設耐震化事業（児童センター等）  保健福祉局　子育て支援課 - 12,200

　公共施設耐震化事業（公立保育園）  保健福祉局　保育課 28,460 121,270

　公共施設耐震化事業（小・中学校校舎等）  教育委員会　学校施設課 2,665,995 3,476,370

　公共施設耐震化事業（浦和別所小他４校）  教育委員会　学校施設課 35,000 125,300

　公共施設耐震化事業（市立高校校舎等）  教育委員会　学校施設課 204,246 754,386

　公共施設耐震化事業（公民館）  教育委員会　生涯学習総合
センター 18,080 271,020

下水道汚水事業 建設局　下水道計画課 2,399,095 1,758,738

公共下水道整備を推進し、下水道普及率の向上を図る。

下水道浸水対策事業 建設局　下水道計画課 816,614 822,532

市街地における浸水被害を軽減するため、雨水幹線の整備を行う。

下水道施設老朽化対策事業 建設局　下水道計画課 168,219 300,640

下水道施設の更新に取り組むとともに、地震による被害軽減を図るため、耐震化を推進する。

消防署・所の整備 消防局　消防総務課・財務
課 1,500 23,735

消防力の強化を図るため、大宮消防署下町出張所の移転整備及び消防署・所の適正配置の検討を行う。

消防救急デジタル無線整備事業 消防局　指令課 - -

消防救急無線をデジタル化するための検討を行う。

住宅防火対策推進事業 消防局　予防課 9,191 6,151

住宅用火災警報器の設置を推進するため、取り付けサポート制度を継続するとともに、住宅防火対策を推進する。

美園地区新設校建設事業 教育委員会　学校施設課 - 92,500

美園地区に、新たに小学校を建設する。

少人数指導の充実 教育委員会　教職員課 202,175 203,455

少人数指導サポートプラン臨時教員補助員を小中学校へ配置し、少人数指導を実施する。

学びの向上さいたまプラン 教育委員会　指導１課 3,940 3,885

児童生徒の確かな学力向上を目指し、「自分発見！チャレンジさいたま」など各種事業を実施する。

学校体育事業 教育委員会　指導１課 45,640 41,090

体育授業における実技示範や児童の運動補助を行う体育サポーターを配置する。

特別支援学校整備事業 教育委員会　指導２課 3,000 75,000

緑区三室地区に特別支援学校を新設する。
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重要政策事業一覧 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

市立養護学校・内野地区公民館整備事業 教育委員会　指導２課
生涯学習総合センター - 17,000

市立養護学校の拡充及び内野地区公民館整備に向けた検討を行う。

教育指導充実事業（学校・学級支援員） 教育委員会　指導２課 71,274 75,467

小・中学校において、身体面や行動面で配慮を必要とする児童生徒を支援するため、学校・学級支援員を配置する。

全国生涯学習フェスティバル 教育委員会　生涯学習振興
課 0 39,300

埼玉県開催の全国生涯学習フェスティバルの一環として、さいたま市主催事業を市内の各施設を利用して実施する。

（仮称）谷田地区公民館整備事業 教育委員会　生涯学習総合
センター 219,179 417,120

南区谷田地区に公民館を整備する。

34,303,265 47,914,766

上水道老朽管・浄水場整備更新事業・上水道施設耐震化事
業 水道局　水道計画課 8,174,483 7,432,671
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一般会計ベース　計

安全な水の安定供給と水利用の効率化を促進するとともに、施設の耐震性の向上に取り組む。
＊予算額は企業会計の事業費ベース
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３キーワード事業（子育て支援）

①保健福祉局

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

医療体制の整備（子ども急患電話相談事業･産科医確保支援
等） 健康増進課 21,190 78,543

子どもの急病などへの電話相談事業を実施するとともに、新たに分べんに対する産科医への補助を実施する。

第二次小児救急医療の実施 健康増進課 262,273 262,273

さいたま市小児救急医療センターにおいて、24時間体制で第二次小児救急医療を実施する。

食育推進事業 健康増進課 4,415 3,934

健全な食生活を実現するとともに、食文化の継承、健康の増進を図るため、普及啓発を行う。

子どもの精神保健相談室運営事業 こころの健康センター 2,554 2,113

子ども（小学校から中学校まで）の心の問題の相談窓口として専門的取組を行う。

（仮称）春野地区障害児通園施設整備事業 障害福祉課 - 16,959

市内在住の障害児が、適切な療育を身近な地域で受けられるよう、障害児通園施設を整備する。

発達障害者支援センター整備事業 障害者総合支援センター - 3,519

発達障害者(児)及びその家族が安心して地域で生活できるよう、発達障害者支援センターを設置する。

障害福祉サービス安定化事業 障害福祉課 31,890 28,670

障害者自立支援法に基づく支援事業の利用促進及び施設運営の安定化を図るため、利用者負担軽減等を行う。

障害者生活支援センター事業 障害福祉課 207,250 207,250

障害者が安心して生活できるよう、相談支援を行う生活支援センターに対し支援を行う。

ひとり親家庭等医療費支給事業 年金医療課 432,656 433,415

ひとり親家庭等の児童と父母等に対して医療費を支給する。

子育て支援医療費助成事業 年金医療課 2,220,050 1,996,200

乳幼児の入・通院費及び児童の入院費を助成する。

（仮称）さいたま子ども総合センター整備事業 子育て企画課 - 8,164

子育て支援の充実を図るため、（仮称）子ども総合センターを整備する。

保育所の新設整備事業 子育て企画課・保育課 690,262 474,300

保育所待機児童解消のため、社会福祉法人による新設整備や民間保育所運営に対して支援を行う。

児童センター整備事業 子育て企画課 - 16,000

公共施設配置適正化方針に基づき、児童センター及び老人福祉センターの複合施設を整備する。

地域子育て支援センター整備事業 子育て企画課・子育て支
援課・保育課 278,239 304,060

交流の場の提供や育児相談など、子育て家庭に対する支援を進めるため、各区に子育て拠点施設を整備する。

（仮称）さいたま子ども・子育て希望プラン後期計画策定事業 子育て企画課 9,962 6,200

次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画後期計画（平成22～26年度）を策定する。

外国語子育て応援ブック作成事業 子育て企画課 - 3,623

子育て世代外国人の子育てに対する不安を解消するため、子育て応援ブックの外国語版を作成する。

放課後児童健全育成施設整備事業 子育て支援課 134,062 102,245

待機児童の解消及び保育環境の改善を図るため、放課後児童クラブを整備する。

放課後児童健全育成事業 子育て支援課 1,226,721 1,354,846

児童の適切な遊び場等を提供するため、運営費等を助成し、利用者負担の軽減を図る。

放課後子ども教室推進事業 子育て支援課 23,387 23,387

子どもと地域住民の交流を通じて児童の健全育成を図るため、放課後こども教室を実施する。

16

17

18

19

11

3

5

1

2

4

7

6

13

15

14

8

9

10

12

107



３キーワード事業（子育て支援）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

児童虐待防止対策事業 子育て支援課・児童相談
所・地域保健課 79,342 81,405

子どもの安心安全を守るため、啓発活動や相談・早期発見・早期対応などの支援策を実施する。

子育てヘルパー派遣事業 子育て支援課 849 849

保護者の体調不良や育児不安を抱える家庭などに、家事・育児ヘルパーを派遣する。

ハローエンゼル訪問事業 子育て支援課 20,579 23,913

乳児（生後４か月まで）の健全な育成を支援するため、家庭を訪問し、子育ての情報提供や相談などを行う。

地域子育てサロン事業（のびのびルーム） 子育て支援課 24,780 27,585

０～２歳児までの親子を中心とした集いの場として、放課後児童クラブを午前中、のびのびルームとして開放する。

子育て支援ネットワーク事業 子育て支援課 5 24

子育て支援のための情報・意見交換や子育て支援サービスの検討を行うための人的ネットワークを構築する。

ファミリー・サポート・センター運営事業 子育て支援課 22,611 22,811

仕事と育児の両立を支援するため、会員相互による育児援助活動を実施する。

子育て支援総合事業 子育て支援課 12,136 14,844

子育て支援総合コーディネーターの配置や子育て専用ＨＰなどを活用し、子どもに関する情報提供を行う。

子どもショートステイ事業 子育て支援課 192 192

保護者の家庭における養育が一時的に困難となった乳児等を短期間預かる子どもショートステイ事業を実施する。

児童手当等給付事業 子育て支援課 7,740,184 8,162,411

小学校修了前までの児童を養育している者に児童手当を支給する。

児童養護施設の管理・運営事業 子育て支援課 192,701 201,330

３歳から18歳未満の児童を保護・養育する児童養護施設を管理・運営する。

高等技能訓練促進費事業 子育て支援課 17,304 16,068

母子家庭の自立促進を目的に、高等技能訓練促進費を助成する。

特別支援学校放課後児童対策事業 子育て支援課 31,789 33,162

特別支援学校等に通学する障害児を対象とした放課後児童クラブに対し、運営費を助成する。

ナーサリールーム事業 保育課 604,733 1,168,240

保育所待機児童解消のため、ナーサリールーム等における保育において、保護者負担月額約２万円の軽減等を図る。

病児保育事業 保育課 35,960 34,755

医療機関等において病気又は病気回復期の児童の一時保育を行う。

私立幼稚園預かり保育事業 保育課 91,590 91,590

保育所待機児童の解消に寄与するため、私立幼稚園での預かり保育事業に対して支援を行う。

事業所内保育施設整備事業 保育課 17,418 18,684

保育所待機児童の解消及び子育てと就労の両立支援のため、事業所内の保育施設整備及び運営に対し支援を行う。

認定こども園整備促進事業 保育課 6,000 7,222

幼児教育、保育を併せて提供する「認定こども園」の整備を促進するための支援を行う。

障害児保育事業 保育課 13,927 28,470

発育や発達に心配のある児童を受け入れるために保育士の加配を行う民間保育所に対し、経費を補助する。

トワイライトステイ事業 保育課 4,500 4,500

夕方から夜間まで小学校３年生以下の児童の一時預かりを実施する民間保育所に助成する。

幼稚園就園奨励費事業 保育課 2,037,104 1,899,148

教育費の軽減を図るため、幼稚園児を持つ保護者に対して助成する。
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３キーワード事業（子育て支援）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

青少年健全育成事業 青少年課 63,695 68,683

青少年の健全育成のため、青少年の主張大会やさるはなキャンプフェスタなどの事業を実施する。

妊婦健診公費負担の拡大 保健総務課 384,036 919,993

妊婦の健康管理の充実と費用負担の軽減を図るため、妊婦健康診査の公費負担を拡大する。

親子教室の実施 保健総務課 3,220 3,215

子どもの発達の助長や保護者の不安を軽減するため、親子教室を実施する。

子ども虐待予防家庭訪問事業 保健総務課 2,880 17,755

子育て不安や養育上の問題を抱える家庭に対し、保健師等による継続的な家庭訪問を行う。

不妊治療支援事業 地域保健課 83,826 121,738

子育て支援のため、体外受精、顕微授精に対する補助を行う。

小児慢性特定疾患の治療費支援 地域保健課 199,846 220,867

小児慢性特定疾患の治療を支援する。

乳幼児マス・スクリーニング検査の実施 地域保健課・保健科学課 37,672 36,144

新生児の先天性代謝異常を早期に発見し、知的障害児等の発生を防止するための血液検査等を実施する。

発達障害者支援モデル事業 ひまわり学園総務課 13,383 14,047

発達障害児に対して、診断・検査・発達支援等をモデル的に実施し、効果的な支援体制や支援方法を確立する。

療育センターさくら草の運営 療育センターさくら草 243,080 240,908

障害児の早期発見及び早期療育のための医療施設の機能を有した療育センターさくら草を運営する。

県児童自立支援施設改修費負担 子育て企画課 18,068 -

埼玉県児童自立支援施設（埼玉学園）の改築費用の一部を負担した。

②教育委員会

過大規模校解消事業（つばさ小学校） 学校施設課 1,484,709 5,300

過大規模校の解消に向けて、つばさ小学校を整備し、平成２１年４月に開設する。

地域に開かれた学校運営推進事業 教育総務課 37,363 113,409

学校地域連携コーディネーター等を配置し、開かれた学校運営を推進する。

桜木小学校校舎改築事業 教育財務課・学校施設課 629,875 2,284,333

三橋中央通線拡幅事業に伴い、北校舎の改築を行う。

小・中学校校舎等改修事業 学校施設課 1,128,753 1,344,687

良好な学習環境を確保するため、校舎等の改修を行う。

浦和別所小学校・与野西中学校校舎改築事業 学校施設課 35,000 125,300

老朽化した西側校舎の改築を行う。

小中学校空調整備事業 学校施設課 648,261 719,762

小中学校の普通教室に空調設備を整備する。

給食施設整備事業 学校施設課・健康教育課 978,400 1,693,800

小中学校給食室を単独調理場方式により計画的に整備する。

美園地区新設校建設事業 学校施設課 4,000 92,500

美園地区に、新たに小学校を建設する。

小学校校庭芝整備事業 学校施設課 58,500 85,000

環境に配慮した学校施設とするため、小学校の校庭に芝生を整備する。

少人数指導の充実 教職員課 202,175 203,455

少人数指導サポートプラン臨時教員補助員を小中学校へ配置し、少人数指導を実施する。
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３キーワード事業（子育て支援）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

学校図書館司書の配置 教職員課 180,951 182,081

図書館教育の充実を図るため、全小中学校に専任の司書を配置する。

特別支援学級等補助員の充実 教職員課 45,369 49,719

特別支援学級の運営をサポートするため、該当小中学校に補助員を配置する。

学びの向上さいたまプラン 指導１課 3,940 3,885

児童生徒の確かな学力向上を目指し、「自分発見！チャレンジさいたま」など各種事業を実施する。

学校体育事業 指導１課 45,640 41,090

体育授業における実技示範や児童の運動補助を行う体育サポーターを配置する。

小・中一貫「潤いの時間」の展開（英語教育充実事業） 指導１課 196,254 171,917

小学５年から中学３年を対象とした小中一貫の「英会話」を全校で実施する。

国際理解教育・交流事業 指導１課 147,951 129,519

国際理解教育等の充実を図るため、外国人指導助手の確保、生徒の海外派遣など各種事業を実施する。

さいたま教育コラボレーション構想の推進 指導１課 600 660

埼玉大学等と連携し、児童生徒の学習を支援するための学生ボランティア活動を推進する。

地域講師派遣事業 指導１課 1,925 1,925

小・中学校の各教科や総合的な学習等の時間に専門的な知識や技能を有する地域の人材を講師として派遣する。

理科支援員等配置事業 指導１課 - 14,370

理科教育の充実推進のため、教諭を補佐する理科支援員を小学校全校に配置する。

環境教育・学習の推進 指導１課 4,865 5,388

環境教育の充実を図るため、ホタルの飼育や学校環境緑化コンクールなど各種事業を実施する。

特別支援学校整備事業 指導２課 3,000 75,000

緑区三室地区に特別支援学校を新設する。

市立養護学校・内野地区公民館整備事業 指導２課 - 17,000

市立擁護学校の拡充及び内野地区公民館整備に向けた検討を行う。

教育指導充実事業（学校･学級支援員） 指導２課 71,274 75,467

小・中学校において、身体面や行動面で配慮を必要とする児童生徒を支援するため、学校・学級支援員を配置する。

小・中一貫「潤いの時間」の展開（人間関係プログラム） 指導２課 10,824 10,000

小学３年から中学１年までを対象とし、コミュニケーション能力育成のプログラムを実施する。

教育相談・相談室運営事業 指導２課 310,379 334,548

児童生徒保護者等の心の悩みや不安を解消するため、教育相談体制の充実を図る。

高校教育・中高一貫教育校推進事業 指導２課 6,361 7,528

中高一貫教育の成果研究及び高等教育について、更に充実した教育を推進する。

特別支援教育事業の推進 指導２課 30,388 35,283

市全体の特別支援教育について検討及び研究を行い、教育現場において実践する。

学校安全ネットワーク事業 健康教育課 6,646 6,560

小学校区に学校安全ネットワーク協議会を設置し、情報の共有化を推進する。

学校防犯体制整備事業 健康教育課 180,000 181,000

不審者による犯罪から子どもを守るため、小学校・特別支援学校に警備員を配置する。

各区の緊急医療体制の整備（ＡＥＤの設置） 健康教育課・教育研究
所・舘岩少年自然の家 12,322 12,322

自動体外式除細動器を公共施設等に整備する。
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３キーワード事業（子育て支援）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

学校における食育推進事業 健康教育課 246 198

学校給食や啓発活動を通じ、児童生徒の食育を推進する。

情報教育の充実事業（校内ＬＡＮ整備） 教育研究所 196,858 263,000

小中学校の普通教室でインターネット等を活用した授業ができるよう校内環境を整備する。

学校図書館の充実 教育研究所 54,522 56,860

小中学校の学校図書館に蔵書検索用コンピュータを整備する。

市立高校校舎改修事業 市立高校４校 102,500 180,000

良好な学習環境を確保するため、校舎等の改修を行う。

生涯学習総合センター子育て支援事業 生涯学習総合センター 1,008 678

子育ての楽しさを伝えたり交流の場を提供するため、子育てフェスタなどを開催する。

市立高校空調整備事業 市立高校３校 18,522 -

市立高校の普通教室等に空調設備を整備した。

★局横断事業（公共施設耐震化事業）

公共施設耐震化事業（児童センター等） 保健福祉局　子育て支援
課 - 12,200

市有建築物の安全安心を図るため、児童センター等の耐震診断を行う。

公共施設耐震化事業（公立保育園） 保健福祉局　保育課 28,460 121,270

市有建築物の安全安心を図るため、保育園の耐震診断及び補強工事を行う。

公共施設耐震化事業（小・中学校校舎等） 教育委員会　学校施設課 2,665,995 3,476,370

新耐震設計法前の基準により建設された校舎等の耐震診断及び補強工事を行う。

公共施設耐震化事業（市立高校校舎等） 教育委員会　学校施設課 204,246 754,386

新耐震設計法前の基準により建設された校舎等の耐震診断及び補強工事を行う。

27,286,403 31,694,024

③市立病院

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

周産期医療施設の運営 市立病院　庶務課 596,852 625,169

母子保健医療の充実のため、さいたま市立病院において周産期医療を実施する。

27,883,255 32,319,193
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３キーワード事業（安心・安全）

①政策局

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

ユニバーサルデザイン推進体系の整備 企画調整課 4,047 97

推進基本指針に基づき、ハード、ソフト両面から総合的にユニバーサルデザインを推進する。

②総務局

防犯・防災情報の携帯メール配信（あんしんメール） 安心安全課 3,528 5,670

災害発生時の被害を最小限に抑えるための防災情報や防犯情報などを携帯電話等にメールで配信する。

さいたま市国民保護計画の改訂 安心安全課 - 2,174

平成17年度策定の「さいたま市国民保護計画」の見直しを行う。

危機管理体制の充実事業 防災課 - 46,550

防災行政無線整備事業 防災課 56,438 333,655

災害時において市民へ必要な情報を伝達する防災行政無線をデジタル化し、機能の拡充を図る。

自主防災組織の育成・支援 防災課 128,090 131,286

市民の自主的な防災活動を支援するため、自主防災組織への支援を行うとともに、防災士の養成を行う。

災害用備蓄事業 防災課 37,549 44,373

大規模災害に備え、災害用備蓄の充実を図る。

八都県市合同防災訓練等の実施 防災課 41,665 49,597

八都県市合同防災訓練（さいたま市会場）及び各区防災訓練を実施する。

避難場所夜間訓練の実施 防災課 4,768 13,258

大規模災害における避難場所の運営体制の強化を目的に、夜間運営訓練を実施する。

地域防災計画（改訂）作成 防災課 3,780 2,600

平成20年度改訂の「地域防災計画」について、関係者へ配布・周知を行う。

災害時情報提供ホームページの充実 防災課 9,643 6,690

災害時情報提供ホームページの運営を行う。

防災気象情報ホームページの運営 防災課 18,224 18,430

気象情報をホームページで公開するとともに、河川水位・雨量情報をあんしんメールで配信する。

防災フェア2008ｉｎさいたま開催事業 防災課 12,330 -

防災意識の高揚、防災知識の普及を図るため、内閣府等との共催により「防災フェア2008inさいたま」を開催した。

洪水ハザードマップ作成 防災課 8,390 -

河川周辺の住民の安全を確保するため、洪水ハザードマップを作成した。

国民保護図上訓練の実施 安心安全課 5,350 -

さいたま市国民保護計画に基づき、武力攻撃や大規模テロ等への対処能力の向上を図るため、図上訓練を実施した。

③市民局

交通安全施設設置及び維持管理事業 交通防犯課 733,154 923,976

交通事故や犯罪防止のため、道路照明灯、道路反射鏡等を設置するとともに、環境に配慮しＬＥＤ照明灯を設置する。

防犯対策事業（地域の自主防犯の支援事業） 交通防犯課 27,000 16,200

犯罪を未然に防ぐため、市民の自主防犯活動の支援や職員による青色防犯パトロールを実施する。

消費生活相談業務拡充事業 消費生活総合センター 49,097 62,813

市民の安心安全な生活を支援するため、消費生活相談員の拡充を行う。

避難場所機能の充実のため、マンホールトイレの設置を行うとともに、大規模災害を想定した被害想定調査を実施す
る。
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３キーワード事業（安心・安全）

④保健福祉局

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

自殺予防対策事業 健康増進課 682 537

自殺予防に向けた総合的かつ包括的な取り組みを行う。

医療体制の整備(子ども急患電話相談事業･産科医確保支援等) 健康増進課 21,190 78,543

子どもの急病などへの電話相談事業を実施するとともに、新たに分べんに対する産科医への補助を実施する。

第二次小児救急医療の実施 健康増進課 262,273 262,273

さいたま市小児救急医療センターにおいて、24時間体制で第二次小児救急医療を実施する。

食品安全強化プロジェクト 保健福祉局　生活科学課 - 3,000

食品関係の検査体制の強化のため、検査試薬を購入する。

食の安全確保対策事業 生活衛生課 2,909 3,946

食の安全に関する正しい知識の普及啓発を行うことで、食品に起因する事故の未然防止及び健康の保護を図る。

障害者生活支援センター事業 障害福祉課 207,250 207,250

障害者が安心して生活できるよう、相談支援を行う生活支援センターに対し支援を行う。

特定健診・特定保健指導事業 国民健康保険課・保健総
務課 876,639 648,774

40歳から74歳の国民健康保険加入者を対象に、生活習慣病予防のため特定健診及び特定保健指導を行う。

児童虐待防止対策事業 子育て支援課・児童相談
所・地域保健課 79,342 81,405

子どもの安心安全を守るため、啓発活動や相談・早期発見・早期対応などの支援策を実施する。

医療安全相談事業 保健総務課 361 939

医療に関する苦情・相談等への対応を円滑に行うことで、患者と医療機関等との信頼関係の構築を支援する。

市民の安心安全を確保するための検査機能維持・強化 保健科学課・生活科学
課・環境科学課 - 16,900

検査機能の維持・強化を図るため、検査機器の適切な更新を行う。

市場流通食品のＨＡＣＣＰ導入事業 環境衛生課 400 -

食品の流通過程での安全確保を図るため、ＨＡＣＣＰ概念による衛生管理手法の導入を促進した。

健康科学研究センターの整備
（保健医療・防疫システムの整備を含む）

保健科学課・生活科学
課・環境科学課 225,458 -

公衆衛生に対する調査･分析を科学的かつ技術的に支援することにより、市民の健康増進及び安全確保を図った。

⑤環境局

ダイオキシン類対策の推進 環境対策課 22,728 19,721

ダイオキシン類の環境濃度を計画的に調査測定し、発生源の規制や指導を行う。

路上喫煙及びポイ捨て等防止事業 廃棄物政策課 47,701 44,114

路上喫煙やポイ捨てを防止するために巡回指導や啓発事業を行う。

生活環境の保全に関する条例制定事業 環境対策課 2,000 1,000

生活環境の保全に関する条例の広報事業を実施する。

⑥経済局

地産地消事業 農業政策課 7,187 5,537

安心、安全な農産物の供給を増大させ、市民へ地場産農産物のＰＲを図る。

⑦都市局

防火地域及び準防火地域推進事業 都市計画課 - 6,000

市街地において、防火地域及び準防火地域を指定し、災害に強い安心安全なまちづくりを図る。

震災復興都市計画推進事業 都市計画課 233 146

震災発生後における迅速かつ円滑な復興に向けた行動マニュアルを策定する。
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３キーワード事業（安心・安全）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

交通バリアフリー推進事業(駅エレベーター設置事業) 交通企画課 72,800 33,000

鉄道駅での安全性及び利便性を高めるため、エレベーター等の整備を推進する。

公園リフレッシュ事業 都市公園課 50,000 148,000

街区公園の安全性・利便性を高める機能更新整備を実施する。

宅地耐震化事業（大規模盛土造成地の変動予測） 開発調整課 - 10,034

大地震時における大規模盛土造成地の滑動崩落を防止するため、変動予測に関する調査を行う。

⑧建設局

道路美装化事業 道路環境課 3,000 -

魅力ある街並みを創造するため、道路美装化推進整備計画を更新した。

電線類地中化事業 道路環境課 51,600 172,115

安全で快適な歩行空間の確保と景観の向上を図る。

大宮駅西口駅前広場整備事業 道路環境課 12,000 150,000

大宮駅西口駅前広場（デッキ部含む）の改修（バリアフリー化）を行う。

37 橋りょう耐震補強及び落橋防止対策事業 394,000 222,000

38 道路施設維持管理計画策定事業 105,500 286,667

橋りょうの保守管理を効率的・計画的に行うため、詳細点検を行うとともに、耐震補強工事等を行う。

あんしん歩行エリアの整備 道路環境課 2,000 40,700

事故発生率の高い地区を選定し、国の指定を受けて警察と共に面的・総合的な交通安全対策を実施する。

事故危険箇所緊急対策事業 道路環境課 - 36,800

事故が多発する交差点及び区間において、警察と共に面的・総合的な交通安全対策を実施する。

41 準用河川新川・滝沼川改修事業

42 東宮下雨水渠整備事業

43 滝沼川堤外水路改修事業

44 流域貯留浸透事業

浸水被害の改善と治水安全度の向上を図るため、河川等の整備を行う。

さいたま市既存建築物耐震補強等助成事業 建築総務課 26,927 188,836

災害に強いまちづくりを推進するため、耐震診断員を派遣するとともに、耐震診断及び補強費用の一部を助成する。

既存建築物アスベスト対策助成 建築総務課 8,700 9,000

アスベストによる被害の未然防止を図るため、含有調査及び除去工事等の費用に対し助成する。

下水道汚水事業 建設局　下水道計画課 2,399,095 1,758,738

公共下水道整備を推進し、下水道普及率の向上を図る。

下水道浸水対策事業 下水道計画課 816,614 822,532

市街地における浸水被害を軽減するため、雨水幹線の整備を行う。

下水道施設老朽化対策事業 下水道計画課 168,219 300,640

下水道施設の更新に取り組むとともに、地震による被害軽減を図るため、耐震化を推進する。

⑨消防局

消防団施設等整備事業 消防総務課 48,550 75,393

老朽化した北浦和分団車庫について、移転建設工事を行う。

消防署・所の整備 消防総務課・財務課 1,500 23,735

消防力の強化を図るため、大宮消防署下町出張所の移転整備及び消防署・所の適正配置の検討を行う。

特殊車両の整備 警防課 590,714 572,611

複雑多様化する災害に対応するため、消防機動力の確保に必要な消防車両等を整備する。

39

1,439,6731,452,425

道路環境課

河川課

33

34

48

40

49

50

45

46

36

52

51

47

32

-

35
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３キーワード事業（安心・安全）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

通信設備整備事業 指令課 - 3,150

大規模災害時の無線通信の安定化を図るため、消防署・所に緊急通信用アンテナを整備する。

住宅防火対策推進事業 消防総務課・予防課 9,191 6,151

住宅用火災警報器の設置を推進するため、取り付けサポート制度を継続するとともに、住宅防火対策を推進する。

画像伝送システム整備事業 指令課 122,503 109,719

大規模災害発生時に備え、衛星通信を利用した画像伝送システムを整備する。

⑩教育委員会

小・中学校校舎等改修事業 学校施設課 1,128,753 1,344,687

良好な学習環境を確保するため、校舎等の改修を行う。

浦和別所小学校・与野西中学校校舎改築事業 学校施設課 35,000 125,300

老朽化した西側校舎の改築を行う。

学校安全ネットワーク事業 健康教育課 6,646 6,560

小学校区に学校安全ネットワーク協議会を設置し、情報の共有化を推進する。

学校防犯体制整備事業 健康教育課 180,000 181,000

不審者による犯罪から子どもを守るため、小学校・特別支援学校に警備員を配置する。

校庭開放夜間照明整備事業 体育課 70,065 70,065

市内の小中学校の校庭の夜間照明設備のメンテナンスを行う。

★局横断事業（新型インフルエンザ対策事業）

新型インフルエンザ対策事業 総務局　安心安全課 - 9,000

新型インフルエンザ対策として、図上訓練を行う。

新型インフルエンザ対策事業
保健福祉局　健康増進
課・地域保健課・保健科
学課

25,459 667,240

新型インフルエンザ対策として、抗インフルエンザウイルス薬や防護資器材の備蓄を行う。

新型インフルエンザ対策事業 消防局　救急課 - 10,000

新型インフルエンザ対策として、防護資器材の備蓄を行う。

★局横断事業（市有建築物安全安心診断事業・公共施設耐震化事業）

市有建築物安全安心診断事業 建設局　保全管理課 91,372 74,292

市有建築物の一元管理を行うため、保全情報システムの導入を行う。また耐震改修等の年次計画を推進する。

公共施設耐震化事業（東大宮コミュニティセンター） 保健福祉局　保育課 - 175,400

市有建築物の安全安心を図るため、東大宮コミュニティセンターの耐震補強を行う。

公共施設耐震化事業（浦和区保健センター） 保健福祉局　保健総務課 - 18,340

市有建築物の安全安心を図るため、浦和区保健センターの耐震設計を行う。

公共施設耐震化事業（老人福祉施設） 保健福祉局　高齢福祉課 - 18,040

市有建築物の安全安心を図るため、老人福祉施設の耐震診断を行う。

公共施設耐震化事業（障害福祉施設） 保健福祉局　障害福祉課 - 14,100

市有建築物の安全安心を図るため、障害福祉施設の耐震診断及び補強工事を行う。

公共施設耐震化事業（児童センター等） 保健福祉局 子育て支援課 - 12,200

市有建築物の安全安心を図るため、児童センター等の耐震診断を行う。

公共施設耐震化事業（公立保育園） 保健福祉局　保育課 28,460 121,270

市有建築物の安全安心を図るため、保育園の耐震診断及び補強工事を行う。

公共施設耐震化事業（小・中学校校舎等） 教育委員会 学校施設課 2,665,995 3,476,370

新耐震設計法前の基準により建設された校舎等の耐震診断及び補強工事を行う。

公共施設耐震化事業（市立高校校舎等） 教育委員会 学校施設課 204,246 754,386

新耐震設計法前の基準により建設された校舎等の耐震診断及び補強工事を行う。
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３キーワード事業（安心・安全）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

公共施設耐震化事業（公民館） 教育委員会 生涯学習総合
センター 18,080 271,020

市有建築物の安全安心を図るため、公民館の耐震設計及び補強工事を行う。

公共施設耐震化事業（区役所庁舎） 市民局　区政推進課 21,710 -

市有建築物の安全安心を図るため、大宮、中央、岩槻の各区役所庁舎の耐震診断を実施した。

公共施設耐震化事業（市民会館おおみや） 市民局　文化振興課 20,140 -

市有建築物の安全安心を図るため、市民会館おおみやの耐震設計を実施した。

公共施設耐震化事業（消防署・所） 消防局　財務課 4,620 -

市有建築物の安全安心を図るため、消防署・所の耐震診断を実施した。

★局横断事業（ＡＥＤ設置事業）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

ＡＥＤ設置事業 保健福祉局 健康増進課 23,583 24,722

ＡＥＤ設置事業 消防局 救急課 10,038 10,057

ＡＥＤ設置事業
教育委員会 健康教育課･
教育研究所･舘岩少年自然
の家

12,322 12,322

ＡＥＤ設置事業 教育委員会 生涯学習振興
課 4,734 4,721

自動体外式除細動器を公共施設等に整備する。

13,785,967 16,848,040

⑪水道局

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

上水道老朽管・浄水場整備更新事業・上水道施設耐震化事業 水道局　水道計画課 8,174,483 7,432,671

⑫市立病院

地域がん診療連携拠点病院事業 庶務課・財務課 20,682 -

医師及び看護師確保事業 庶務課 821,094 1,102,675

周産期医療施設の運営 庶務課 596,852 625,169

23,399,078 26,008,555

74

母子保健医療の充実のため、さいたま市立病院において周産期医療を実施する
＊予算額は企業会計の事業費ベース。

市立病院の健全経営を維持するため、医師・看護師の人材確保を行う。
＊予算額は企業会計の事業費ベース

-

73

77

-

※再掲事業（網掛）含む
※H20単年度の箱物整備に係る経費を除く

76

75
安全な水の安定供給と水利用の効率化を促進するとともに、施設の耐震性の向上に取り組む。
＊予算額は企業会計の事業費ベース

地域がん診療連携拠点病院としての機能強化を図るため、外来がん化学療法室を移転し拡充した。
＊予算額は企業会計の事業費ベース

-

-

※再掲事業（網掛）含む
※H20単年度の箱物整備に係る経費を除く

一般会計ベース　計

安心安全　計

116



３キーワード事業（環境）

①財政局

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

庁用自動車等管理事業 庁舎管理課 3,707 4,351

環境に配慮したハイブリッド車を１６台導入する。

②市民局

交通安全施設設置及び維持管理事業 交通防犯課 232,000 309,000

交通事故や犯罪防止のため、道路照明灯、道路反射鏡等を設置するとともに、環境に配慮しLED照明灯を設置する。

区役所ＩＳＯ１４００１推進事業 区政推進課 11,970 6,618

各区役所において、環境マネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ１４００１の認証更新を行う。

③環境局

地球温暖化防止対策事業 環境総務課 11,803 297,872

太陽光発電設備設置補助制度の創設や、新都心コンコース照明のＬＥＤ化など、地球温暖化防止対策を推進する。

環境負荷低減計画制度導入運用事業 環境総務課 - 800

一定規模の事業者に環境負荷の現況報告及び低減計画の提出を求め、指導を行う。

ＥＳＣＯ事業 環境総務課 180,000 3,200

さいたま市文化センターのＥＳＣＯ事業のメンテナンスおよび効果の検証を行う。

（仮称）さいたま市環境教育基本方針策定事業 環境総務課 177 1,167

平成２１年度に策定予定の（仮称）さいたま市環境教育基本方針の冊子を作成し周知する。

環境基本計画の進行管理および改訂 環境総務課 8,702 8,300

さいたま市環境基本計画の進行管理および改訂を行う。

ＩＳＯ１４００１運用事業 環境総務課 4,424 3,840

平成２０年度に環境局施設全体まで広げたＩＳＯ認証の更新および維持管理を行う。

環境フォーラムの開催 環境総務課 3,500 3,500

市民・事業者・行政による環境への取組のＰＲや啓発等を行う環境フォーラムを開催する。

環境教育・学習推進事業 環境総務課 4,211 5,107

イベントや、標語・ポスターコンクール等を実施し、環境教育・学習を推進する。

交通環境対策事業 環境対策課 42,239 41,359

電気自動車の導入や、低公害車導入補助など、交通環境対策を推進する。

雨水浸透・貯留施設設置補助事業 環境対策課 100 500

雨水浸透マス、貯留タンク等の普及啓発を行う。

ダイオキシン類対策の推進 環境対策課 22,728 19,721

ダイオキシン類の環境濃度を計画的に調査測定し、発生源の規制や指導を行う。

生活環境の保全に関する条例制定事業 環境対策課 2,000 1,000

さいたま市生活環境の保全に関する条例の広報事業を実施する。

さいちゃんの「３Ｒパートナーシップ宣言」事業 廃棄物政策課 - 668

３Ｒパートナーシップ制度を立ち上げ、ごみ減量の取組を支援する。

事業系資源物リサイクル推進事業 廃棄物政策課 58,590 58,464

事業系紙ごみのリサイクルを推進する。

学校給食用牛乳パックリサイクル・リサイクル情報誌作成事業 廃棄物政策課 86,507 76,684

リサイクル基金を活用し、学校給食用牛乳パックのリサイクルやリサイクル情報誌の作成を行う。

家庭ごみの出し方パンフレット作成・配布事業 廃棄物政策課 15,353 18,772

家庭ごみの出し方パンフレット作成・配布を行う。
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３キーワード事業（環境）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

減量化・資源化共同キャンペーン事業 廃棄物政策課 1,080 1,080

大都市清掃事業協議会において、広域的な減量化・資源化啓発を行う。

粗大ごみ等有料収集（シール方式）事業 廃棄物政策課 6,519 6,519

市民の利便性を高めるため、粗大ごみの手数料徴収をコンビニエンスストアに委託する。

団体資源回収運動・生ごみ処理容器等購入費補助事業 廃棄物政策課 82,800 87,300

資源物回収に取り組む団体や生ごみ処理容器等を購入する市民に対し補助を行う。

びん残渣資源化有効利用事業 廃棄物政策課 42,525 45,360

びんの残渣を資源化し有効利用する。

親子リサイクル施設見学会事業 廃棄物政策課 691 723

親子リサイクル施設見学会を実施する。

廃棄物減量等推進員（クリーンさいたま推進員）事業 廃棄物政策課 4,218 5,949

クリーンさいたま推進員の委嘱および交付式典を行う。

路上喫煙及びポイ捨て等防止事業 廃棄物政策課 47,701 44,114

路上喫煙やポイ捨てを防止するために巡回指導や啓発事業を行う。

ごみゼロキャンペーン市民清掃活動 廃棄物政策課 1,746 1,726

市民参加による清掃活動を実施する。

廃棄物処理施設の整備 新クリーンセンター建設
準備室 59,078 517,841

老朽化した焼却施設の代替施設として、リサイクル施設を併設した新規施設を桜区新開地区に整備する。

ＣＮＧ塵芥処理車の導入 各清掃事務所 12,614 84,000

環境に配慮したＣＮＧ塵芥処理車を７台導入する。

④都市局

市内路線バス・コミュニティバス整備事業 交通企画課 190,347 282,747

バスの利便性向上のための補助及び整備を行い、公共交通機関の利用を促進する。

総合交通体系の確立 交通企画課 52,352 75,813

ＳＭＡＲＴプランに基づき、過度に車に依存しない交通体系の構築に向けた施策の実施、運用を行う。

公共交通ネットワーク計画事業 交通企画課 5,000 4,000

ＬＲＴなどの新交通システムの導入可能性の検討を含む公共交通計画の策定に向けた検討を行う。

33 緑の核づくり公園整備事業 822,641 730,366

34 秋葉の森総合公園整備事業 123,000 4,368,358

35 セントラルパーク整備事業 3,100 4,000

36 環境空間整備事業 319,321 155,795

37 高沼遊歩道整備事業 11,000 90,000

38 見沼通船掘公園整備事業 165,972 179,226

39 与野中央公園整備事業 436,544 421,940

市民の憩いや自然とのふれあい等の場として、公園の整備を推進する。

見沼グリーンプロジェクトの推進 みどり推進課 12,893 37,797

見沼田圃をかけがいのない環境資産として次世代に引き継いでいくため、その保全・活用を行う。

緑化推進事業 みどり推進課 45,718 61,749

市街地における新たな緑を創出する等、緑化の推進を図り快適な生活環境を形成するための事業を行う。

建築物緑化助成事業 みどり推進課 5,000 5,000

市民の緑化推進を支援するため、屋上や壁面の緑化取組みに対する補助を行う。
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３キーワード事業（環境）

番号 事　業　名
事業の概要 所属 H20予算額 H21予算額

自然緑地の保全・整備事業 みどり推進課 - 5,551

市民の快適な生活環境を確保するため、市内の貴重な緑地を保全する。

保存樹の拡大 みどり推進課 1,390 1,390

市民の緑化推進を支援するため、保存樹木に対する補助を行う。

⑤建設局

下水道汚水事業 下水道計画課 2,399,095 1,758,738

公共下水道整備を推進し、下水道普及率の向上を図る。

下水道合流改善事業 下水道計画課 123,460 159,100

合流式下水道の放流水の水質基準を達成するため、貯留施設の整備等を行う。

⑥教育委員会

小学校校庭芝整備事業 学校施設課 82,100 85,000

環境に配慮した学校施設とするため、小学校の校庭に芝生を整備する。

環境教育・学習の推進 指導１課 4,865 5,388

環境教育の充実を図るため、ホタルの飼育や学校環境緑化コンクールなど各種事業を実施する。

5,750,781 10,087,493※再掲事業（網掛）含む
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環境　計
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(億円)

2,210
(56.5)

2,212
(56.7)

2,174
(57.5)1,990

(55.0)
1,907
(52.5)1,727

(48.2)
1,699
(50.9)

1,746
(58.6)

272
(7.2)

219
(5.6)

237
(6.3)

204
(5.6)217

(6.0)
200
(5.6)

207
(6.2)

155
(5.2)

208
(5.3)

300
(7.7)236

(6.2)

139
(3.8)163

(4.5)
152
(4.2)

152
(4.6)

208
(7.0)

440
(11.2)

350
(9.0)370

(9.8)
455
(12.6)

471
(12.9)737

(20.6)485
(14.5)

288
(9.7)

504
(12.9)

509
(13.0)458

(12.1)
412
(11.4)

478
(13.1)

413
(11.5)

382
(11.5)326

(11.0)

279
(7.9)

314
(8.0)306

(8.1)
418
(11.6)

399
(11.0)

353
(9.9)

410
(12.3)

254
(8.5)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

依存財源その他 254 410 353 399 418 306 314 279
国 県 支 出 金 326 382 413 478 412 458 509 504
市　　　　　債 288 485 737 471 455 370 350 440
自主財源その他 208 152 152 163 139 236 300 208
諸　　収　　入 155 207 200 217 204 237 219 272
市　　　　　税 1,746 1,699 1,727 1,907 1,990 2,174 2,212 2,210

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

2,978 3,9043.7813,6183,6353,5833,335

政令市
移 行

減 税 補
て ん 債
借 換

岩槻市
合 併

税 源
移 譲

自
　
主
　
財
　
源

依
存
財
源

資料１　一般会計予算額の推移（平成１４年度～平成２１年度）

（１）歳入予算額

市 税

諸収入

そ の 他
自 主 財 源

市 債

国 県
支 出 金

そ の 他
依存財源

（億円） 予算額計

グラフの(　　)内は構成比

※区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額が一致しません

3,912
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629
(21.1)

739
(22.2)

782
(21.8)

940
(25.8)

951
(26.3)

982
(26.0)

1,060
(27.2)

1,085
(27.7)

728
(24.4)

916
(27.5)

884
(24.7)

889
(24.5)

896
(24.7)

960
(25.4)

922
(23.6)

897
(22.9)

443
(14.9)

384
(11.5)

450
(12.6)

425
(11.7)

390
(10.8)

451
(11.9)

416
(10.6)

433
(11.1)

362
(12.2)

415
(12.4)

365
(10.2)

385
(10.6)

380
(10.5)

386
(10.2)

395
(10.1)

428
(10.9)

265
(8.9)

281
(8.4)

546
(15.2)

350
(9.6)

364
(10.1)

383
(10.1)

439
(11.2)

424
(10.8)

551
(18.5)

600
(18.0)

555
(15.5)

646
(17.8)

636
(17.6)

619
(16.4)

673
(17.3)

646
(16.6)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

そ の 他 551 600 555 646 636 619 673 646
公 債 費 265 281 546 350 364 383 439 424
教 育 費 362 415 365 385 380 386 395 428
総 務 費 443 384 450 425 390 451 416 433
土 木 費 728 916 884 889 896 960 922 897
民 生 費 629 739 782 940 951 982 1,060 1,085

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

2,978 3,9043.7813,6183,6353,5833,335(億円)

減税補て
ん債借換

政令市
移 行

岩槻市
合 併

浦和駅東口
整備
プラザノー
ス整備

（２）歳出予算額（目的別）

民生費

土木費

総務費

教育費

公債費

その他

予算額計

グラフの(　　)内は構成比

※区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額が一致しません

3,912
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778
(19.9)

768
(19.7)

774
(20.5)

764
(21.1)

750
(20.6)

675
(18.8)

683
(20.5)

683
(22.9)

390
(10.0)

412
(10.5)

363
(9.6)

352
(9.7)

346
(9.5)

544
(15.2)280

(8.4)
265
(8.9)

552
(14.1)

526
(13.5)478

(12.6)
460
(12.7)

456
(12.6)

368
(10.3)

339
(10.2)

278
(9.3)

624
(15.9)

719
(18.4)742

(19.6)649
(18.0)

704
(19.4)

722
(20.1)

712
(21.3)555

(18.7)

1,569
(40.1)

1,481
(37.9)1,425

(37.7)1,392
(38.5)

1,378
(37.9)

1,275
(35.6)

1,321
(39.6)

1,197
(40.2)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

そ　　の　　他 1,197 1,321 1,275 1,378 1,392 1,425 1,481 1,569
普通建設事業費 555 712 722 704 649 742 719 624
扶　　助　　費 278 339 368 456 460 478 526 552
公　　債　　費 265 280 544 346 352 363 412 390
人　　件　　費 683 683 675 750 764 774 768 778

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

2,978 3,9043.7813,6183,6353,5833,335(億円)

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

（３）歳出予算額(性質別)

人件費

公債費

扶助費

その他

普通建設
事 業 費

予算額計

※平成２１年度の金額は今後、変更となる場合がありますグラフの(　　)内は構成比
※区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額が一致しません

3,912

125



資料２　さいたま市の財政状況

（１）市債発行額・公債費・市債残高の推移（一般会計）

＜市債発行額・公債費の推移＞

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
322 585 505 437 454 378 324 434

臨時財政対策債を除
いた市債額 ①’ 231 348 339 295 324 260 215 262

263 273 294 340 354 362 394 393

臨時財政対策債を除
いた公債費 ②’ 263 272 290 330 336 326 345 338

△ 58 △ 312 △ 210 △ 97 △ 100 △ 16 70 △ 41

32 △ 76 △ 49 35 12 67 130 75

※平成14～19年度は決算額、平成20・21年度は予算額。

※借換分を除く。

＜市債残高の推移＞

※平成17年度は岩槻市合併により市債残高が256億円増。

（単位：億円）

（単位：億円）

市債発行総額 ①

プライマリーバランス
（②-①）

公債費 ②

プライマリーバランス
（②’-①’）

2,181 2,326 2,425 2,649 2,687 2,720 2,647 2,617

367
537

726 848 943 1,020 1,152

130

0

1000

2000

3000

4000

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

市債残高（臨時財政対策債除く） 臨時財政対策債残高

2,311

2,694
2,962

3,375 3,535
3,663 3,667 3,769

△ 58 △ 97 △ 100

△ 16

70

△ 41

△ 312
△ 210

32

△ 76
△ 49

35 12
67

130
75

△ 400

△ 300

△ 200

△ 100

0

100

200

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

プライマリーバランス（②-①） プライマリーバランス（②’-①’）

プライマリーバランスの状況

臨時財政対策債を
除いた場合

〔臨時財政対策債とは？〕
　地方の財源不足を補てんするため特例的に認
められる地方債。その返済（元利償還金）は、後
年度地方交付税で全額、財政措置される。

＊区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額が一致しません。
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＜全会計市債残高推移＞ （単位：億円）

会計区分 平成19年度末
現　在　高

平成20年度末
現在高見込額

平成21年度
起　債　額

平成21年度
元金償還額

平成21年度末
現在高見込額

一般会計 3,663 3,667 440 338 3,769

特別会計 130 128 24 18 134

企業会計 2,622 2,578 154 200 2,533

合計 6,414 6,374 617 555 6,436

＊区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計数値は一致しません。

＜市民一人当たりの市債残高推移＞ （単位：千円）

会計区分 平成19年度末
現　在　高

平成20年度末
現在高見込額

平成21年度
起　債　額

平成21年度
元金償還額

平成21年度末
現在高見込額

一般会計 304 303 36 28 311

特別会計 11 11 2 1 11

企業会計 218 213 13 16 209

合計 533 526 51 46 531

1,204,461人

H20年4月1日現在

＊区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計数値は一致しません。

1,211,657人

H21年1月1日現在
人口

（単位：千円）

＜市民一人当たり市債残高比較＞

（平成19年度普通会計決算）

（２）市債残高の状況

700

800

645 625

444
480

377

800 795
844

775

874

311

519

958

328

1,126

732

0

200

400

600

800

1,000

1,200

さ

い
た
ま

市

政
令
市
平

均

札
幌
市

仙
台
市

千
葉
市

川
崎
市

横
浜
市

新
潟
市

静
岡
市

浜
松
市

名
古
屋
市

京
都
市

大
阪
市

堺
市

神
戸
市

広
島
市

北
九
州
市

福
岡
市

(千円)

平成１９年度普通会計決算における比較
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（単位：千円）

14,864,184 10,035,125

10,284,521 10,808,646

うち通常目的積立 6,663,371 4,744,042

うち満括償還積立 3,621,150 6,064,604

4,000,000 4,000,000

2,434 2,463

82,268 79,233

35,816 36,245

147,167 149,243

125,012 126,344

11,962 12,105

46,941 46,941

0 －

4,103,469 2,152,662

28,905 29,250

19,273 24,834

328,110 322,047

－ 506,000

34,080,062 28,331,138

うち満括償還積立を除く 30,458,912 22,266,534

うち満括償還積立 3,621,150 6,064,604

312,859 16,617

3,452,825 2,719,989

0 －

3,765,684 2,736,606

37,845,746 31,067,744

34,224,596 25,003,140

3,621,150 6,064,604

合 計

うち満括償還積立を除く

うち満括償還積立

合併振興基金

庁舎整備基金

墓地基金

計

特

別

会

計

積

立

基

金

 国民健康保険保険給付費支払基金

計

都市開発基金

 高速鉄道東京7号線整備基金

文化財産等取得基金

リサイクル基金

病院整備基金

 介護保険給付費準備基金

 北部拠点宮原土地区画整理事業基金

一

般

会

計

積

立

基

金

財政調整基金

減債基金

職員退職手当基金

学校災害救済基金

教育振興基金

 与野郷土資料館整備基金

ふれあい福祉基金

 一般廃棄物処理施設整備基金

基 金 名
平成20年度末
残 高 見 込

平成21年度末
残 高 見 込

平成20年度末
廃止予定

（３）基金残高

平成20年度末
廃止予定

平成21年度
新設予定
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平成 19 年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率 
 

平成 19 年度決算に基づく、本市の健全化判断比率と公営企業の 
資金不足比率は下表のとおりですが、いずれの指標も国の定める 
基準を下回っており、財政の健全性を維持しています。 

 
１．健全化判断比率                     （単位：％） 

 さいたま市 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率     １１．２５    ２０ 

連結実質赤字比率     １６．２５    ４０ 

実質公債費比率 ８．３    ２５    ３５ 

将来負担比率   ７２．１   ４００  

※実質赤字比率、連結実質赤字比率は赤字がないため「－」と表記しています。 

 

２．資金不足比率             （単位：％） 
 さいたま市 経営健全化基準 

すべての企業会計     ２０ 

※資金不足比率は企業会計ごとに算定しています。また、資金不足が生じていない 
ため「－」と表記しています。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一 
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別 
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計 

（
用
地
先
行
取
得
、
公
債
管
理
等
） 

一
部
事
務
組
合 

（
浦
和
競
馬
組
合
等
） 

公
営
企
業
会
計 

（
水
道
、
下
水
道
、
病
院
等
） 

一
部
事
務
組
合
・
出
資
法
人 

特 

別 

会 

計 

（
国
民
健
康
保
険
、
介
護
保
険
等
） 

出
資
法
人
等 

（
土
地
開
発
公
社
等
） 

公
営
事
業
会
計 

普 

通 

会 

計 

市 

の 

全 

会 

計 
対 

象 

範 

囲 実質赤字比率 

連結実質赤字比率 

実質公債費比率 

将来負担比率 

<参考> 健全化判断比率の対象範囲 

（４）財政指標 
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単位 政令市平均 札 幌 市仙 台 市千 葉 市川 崎 市横 浜 市新 潟 市
(単純)

歳 入 百万円 397,939 640,503 770,955 393,696 363,416 526,637 1,348,724 314,160

歳 出 百万円 381,690 634,160 768,437 389,693 359,703 518,893 1,332,853 311,336

(3) 1.016 0.847 0.681 0.835 1.004 1.060 0.980 0.704

％ (3) 69.9 61.6 56.9 62.6 60.8 69.6 71.0 54.6

％ (2) 3.0 0.8 0.3 0.3 0.2 0.4 0.4 0.3

％ (1) 86.1 94.8 95.3 97.4 96.5 93.5 94.6 88.6

％ (2) (90.5) (99.1) (99.5) (103.5) (102.6) (97.6) (98.9) (91.3)

％ (2) 10.7 17.5 17.7 22.4 19.3 17.9 16.1 14.1

％ (3) 8.3 13.8 10.8 13.6 19.6 16.3 21.6 11.5

％ (1) 10.0 13.9 12.6 17.4 15.7 15.3 13.8 10.0

百万円 (5) 369,728 1,049,493 975,854 702,397 734,599 863,319 2,242,267 356,443

千円 (1) 311 732 519 700 800 645 625 444

％ 54.6 44.0 36.6 45.5 48.9 55.0 53.6 38.2

％ 0.7 6.3 13.2 6.3 0.2 0.1 0.1 14.6

％ 10.2 12.8 15.4 10.5 10.9 12.4 11.5 9.8

％ 9.7 10.2 6.0 11.0 19.7 10.0 8.7 10.7

％ 44.6 49.2 49.6 47.7 46.5 52.6 47.1 44.2

人 件 費 ％ 20.0 17.4 14.7 16.9 18.0 20.9 15.6 18.7

扶 助 費 ％ 14.2 17.7 22.0 13.7 14.7 17.5 17.2 14.0

公 債 費 ％ 10.4 14.1 12.9 17.1 13.8 14.2 14.3 11.5

％ 15.0 10.2 8.9 12.2 12.0 10.2 10.2 12.6

％ 7.0 9.2 9.8 8.6 7.4 8.5 11.4 10.7

％ 21.4 14.7 8.9 15.0 22.6 13.3 15.3 15.7

※政令市平均（単純）については、本市を除いた16政令市の平均数値

※各種指標については、標示桁数以下を四捨五入して掲載している。

普通建設事業費

物 件 費

市 債

自主財源比率

実質収支比率

(除臨時財政対策債)

地方債現在高計

人口1人あたり

補 助 費 等

地 方 交 付 税

経常収支比率

起債制限比率

実質公債費比率

公 債 費 比 率

国 庫 支 出 金

財

政

指

標

等

義 務 的 経 費

さいたま市
(順位)

主
な
歳
入
構
成
比

市 税

区 分

主
な
性
質
別
歳
出
の
構
成
比

決算
規模

財 政 力 指 数

各種財政指標における政令指定都市比較（H19年度決算普通会計ベース）
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静 岡 市浜 松 市名古屋市京 都 市大 阪 市堺 市神 戸 市広 島 市北九州市福 岡 市

273,816 271,746 980,180 677,367 1,577,285 293,119 746,090 535,751 499,206 675,903

265,235 262,017 976,519 670,665 1,573,282 290,889 738,002 528,464 493,413 667,157

0.903 0.911 1.022 0.720 0.929 0.799 0.690 0.794 0.686 0.830

58.1 61.1 71.2 56.5 66.7 55.2 61.5 58.5 58.2 63.8

3.4 3.4 0.3 0.1 0.1 0.5 0.1 1.1 1.0 1.7

87.4 86.4 97.2 97.8 99.9 93.7 98.0 98.4 97.7 94.2

(91.6) (88.8) (101.1) (103.2) (106.0) (97.1) (102.0) (102.7) (101.9) (98.2)

17.7 15.1 16.3 16.0 18.4 7.1 20.6 18.7 18.8 23.4

11.2 13.0 14.0 12.9 11.8 7.1 17.1 16.1 6.3 18.4

13.3 11.9 14.4 11.2 13.8 10.6 19.4 13.7 10.8 18.3

341,197 297,826 1,732,378 1,103,827 2,833,410 273,391 1,268,724 890,342 858,690 1,317,216

480 377 800 795 1,126 328 844 775 874 958

46.9 50.6 52.7 38.5 43.0 45.2 37.0 39.2 33.8 40.0

3.6 6.6 0.0 10.0 0.7 9.1 10.9 7.7 11.6 5.6

12.1 11.2 9.2 14.1 16.3 16.5 13.3 16.2 12.0 12.8

14.8 7.7 10.1 11.5 8.9 7.4 6.7 9.7 10.3 10.0

45.4 46.7 50.4 52.0 54.5 53.9 54.0 50.7 45.6 46.2

19.2 19.5 19.2 19.2 17.5 17.4 18.1 16.7 14.5 12.0

12.3 12.9 15.7 21.0 23.8 25.8 17.5 20.5 16.6 17.6

13.9 14.3 15.5 11.8 13.2 10.7 18.4 13.5 14.5 16.6

10.9 12.6 7.9 7.7 7.3 11.8 8.6 10.6 9.8 10.0

9.6 8.4 11.6 8.1 9.5 13.0 8.2 8.5 6.4 7.8

24.8 22.0 12.0 11.6 10.3 10.6 11.6 11.9 15.8 13.6
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